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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。 

２．提出会社は、平成16年８月20日付で１株につき1.1株の株式分割を行っております。なお、第59期中及び第

59期の１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、期首

に分割が行われたものとして計算しております。 

３．第61期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成18年
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

自平成17年
 ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

売上高(百万円) 133,983 132,469 141,203 265,949 265,400 

経常利益(百万円) 1,699 1,647 1,325 3,499 3,434 

中間（当期）純利益(百万円) 597 590 349 1,866 1,212 

純資産額(百万円) 17,607 19,271 20,560 18,757 20,018 

総資産額(百万円) 144,534 148,729 168,684 141,518 147,499 

１株当たり純資産額(円) 636.23 696.41 714.80 676.18 721.80 

１株当たり中間（当期）純利

益金額(円) 
21.57 21.33 12.64 65.82 42.19 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額(円) 
20.43 19.32 11.29 60.97 38.22 

自己資本比率(％) 12.2 13.0 11.7 13.3 13.6 

営業活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
528 235 2,808 3,936 1,874 

投資活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
△2,015 △1,999 △1,405 △2,866 △4,696 

財務活動によるキャッシュ・

フロー(百万円) 
1,575 370 2,482 1,744 1,818 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高(百万円) 
10,027 11,359 15,635 12,752 11,749 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数）(人) 

1,469 

(314) 

1,508 

(316) 

1,643 

(317) 

1,458 

(316) 

1,540 

(315) 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．第59期中及び第59期の発行済株式総数は、平成16年８月20日付で１株に1.1株の割合で株式の分割（無償交

付）を実施した後のものであります。なお、第59期中及び第59期の１株当たり中間（当期）純利益金額及

び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額は、期首に分割が行われたものとして計算しており

ます。 

２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。なお、重要な関係会社における異動は、次のとおりであります。 

(1）総合建材卸売事業 

当中間連結会計期間より子会社となりました、ＪＫＩ株式会社は輸入合板を商社等に販売をしております。 

また、当社と子会社である山陰ダイケン株式会社は、平成18年４月１日をもって合併し、山陰ダイケン株式会

社は消滅しております。 

 なお、当社は平成18年10月１日付で純粋持株会社に移行したことに伴い、ＪＫホールディングス株式会社

に、分割準備会社であるＪＫＣ株式会社がジャパン建材株式会社に商号をそれぞれ変更しております。 

(2）合板製造・木材加工事業 

当中間連結会計期間より子会社となりました、株式会社プレックコンポーネントは建築資材の販売加工を、

株式会社ティーエヌエスは木材加工業を営んでおります。 

(3）その他の事業 

当中間連結会計期間より子会社となりました、株式会社アースホームビルドは建設工事業を、ＪＫトラベル

株式会社は旅行業を営んでおります。 

 当中間連結会計期間より関係会社となりました、有限会社ハウス・デポ・ムサシ、加藤住宅資材株式会社、

株式会社ハウス・デポ・オオニシ及び株式会社穂高は、当社から一部商品の供給を受け地域的な小売販売、フ

タバジャヤインダーは資材取次業を営んでおります。 

回次 第59期中 第60期中 第61期中 第59期 第60期

会計期間 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成16年 
 ９月30日 

自平成17年
 ４月１日 
至平成17年 
 ９月30日 

自平成18年
 ４月１日 
至平成18年 
 ９月30日 

自平成16年 
 ４月１日 
至平成17年 
 ３月31日 

自平成17年
 ４月１日 
至平成18年 
 ３月31日 

売上高(百万円) 118,618 119,799 127,984 236,445 240,146 

経常利益(百万円) 1,452 1,688 1,782 3,534 3,810 

中間（当期）純利益(百万円) 553 650 942 1,536 1,623 

資本金(百万円) 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600 

発行済株式総数(千株) 27,692 27,692 27,692 27,692 27,692 

純資産額(百万円) 19,207 20,630 22,126 20,031 21,718 

総資産額(百万円) 128,891 132,024 149,773 126,327 130,069 

１株当たり純資産額(円) 694.03 745.51 799.62 722.23 783.25 

１株当たり中間（当期）純利

益金額(円) 
20.00 23.50 34.07 53.89 57.04 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額(円) 
18.94 21.29 30.43 49.92 51.67 

１株当たり配当額(円) 5.00 5.00 5.00 10.00 10.00 

自己資本比率(％) 14.9 15.6 14.8 15.9 16.7 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数）(人) 

1,052 

(248) 

1,072 

(245) 

1,115 

(254) 

1,039 

(247) 

1,066 

(246) 



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

（注）※１．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

※２．議決権の所有割合の（ ）は、間接所有割合で内数であります。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間連結会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載しております。

(3）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所有割合 
又は被所有割合 
(％) 

関係内容

連結子会社      

ＪＫＩ㈱ 東京都江東区 50 総合建材卸売事業 93.00 

当社から商品を仕

入れ、販売してお

ります。役員の兼

任あり。 

㈱プレックコンポーネ

ント 

広島県東広島

市 
75 

合板製造・木材加

工事業 
60.78 

当社から商品を仕

入れております。 

㈱ティーエヌエス 栃木県佐野市 26 
合板製造・木材加

工事業 
55.77 

当社から商品を仕

入れております。

役員の兼任あり。 

㈱アースホームビルド 

※２ 

宮城県仙台市

若林区 
145 その他の事業 

100.00 

(10.34) 

当社が資金の貸付

をしております。 

ＪＫトラベル㈱ 東京都江東区 30 その他の事業 100.00 

当社グループの旅

行業務を行ってお

ります。役員の兼

任あり。 

  平成18年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

総合建材卸売事業 1,289 (256) 

合板製造・木材加工事業 258 (60) 

その他の事業 96 (1) 

合計 1,643 (317) 

  平成18年９月30日現在

従業員数（人） 1,115 (254) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油を始めとする資源価格の高騰や米国経済の動向といった不安要

因はありましたが、設備投資、個人消費とも堅調で、輸出も好調であったことから、着実な回復軌道を辿りまし

た。 

 当社グループが関係する住宅関連業界におきましては、当中間連結会計期間の新設住宅着工戸数は664千戸（前

年同期比3.8％増）、当社グループが主力とする戸建の注文住宅（「持ち家」）は197千戸（同3.4％増）と前年同

期を上回り、需要は徐々に上向きつつあります。また、当社グループの主力取扱商品である合板の市況も４月以降

上昇基調で推移しております。 

 このような状況のなかで当社は、全国の取引先販売店を対象とした恒例の「ジャパン建材フェア」を８月に東京

ビッグサイトで開催したほか、地域毎の展示会や住宅機器メーカーのショールームを活用した地方での展示会開催

など、新設住宅需要とともにリフォーム需要掘り起こしへの取り組みを強化し、合板を始めとする建材全般の拡販

に努めました。 

 また、当社の子会社が手掛ける構造用ＬＶＬキーラムの製造に関しましては、需要の増大に伴い、昨年稼動した

単板製造ラインの増強（ドライヤーの更新投資を実施）を行う等、生産体制を強化いたしました。 

 一方、平成18年２月に株式を取得し子会社化した山陰ダイケン株式会社と、平成18年４月１日付で合併し松江営

業所、鳥取営業所に改組するとともに、ＪＫＩ株式会社を設立し輸入合板の販売を強化する等、将来に向けた営業

基盤の拡充・強化に努めました。 

 この結果、当社単体では前年同期比増収増益を確保いたしましたが、連結子会社である通商株式会社の有価証券

運用損失の拡大と繰延税金資産の取崩を主因とする大幅な業績下方修正、並びに持分法適用の非連結子会社の中で

業績不芳先が増加したこと等により、連結では前年同期比増収減益となりました。 

 当中間連結会計期間の業績は、売上高につきましては前年同期比87億33百万円増の1,412億３百万円（前年同期

比6.6％増）となりました。 

 利益面につきましては、営業利益は前年同期比２億26百万円増の19億16百万円（同13.4％増）、経常利益は前年

同期比３億21百万円減の13億25百万円（同19.5％減）、中間純利益は前年同期比２億40百万円減の３億49百万円

（同40.7％減）となりました。 

 以上の業績に基づき、当期の中間配当金につきましては、前年同様１株当たり５円を継続することといたしまし

た。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。 

① 総合建材卸売事業 

 当社グループの主力取扱商品であります合板につきましては、生産国の伐採規制強化による輸入製品の減少

や、原木価格等の高騰を受けた国内メーカーの値上げが浸透したことなどから価格が上昇し、前年同期比大幅

な増収増益となりました。 

 合板二次製品、建材及び住宅機器の住設建材群につきましては、天候不順による現場の遅延や一部大手地場

ビルダーの着工ずれ込みなど第１四半期は苦戦いたしましたが、第２四半期以降持ち直し、当中間連結会計期

間通期では前年同期比若干の増収増益を確保いたしました。 

 総合建材卸売事業全体では、売上高は1,370億５百万円（前年同期比6.6％増）、営業利益は21億34百万円

（同24.0％増）となりました。 

② 合板製造・木材加工事業 

 合板の製造販売及び木材の加工販売につきましては、合板価格が徐々に上昇し、第２四半期からコストを吸

収できる水準となりましたが、第１四半期のマイナスが大きく、当中間連結会計期間通期では前年同期比増収

減益とならざるを得ませんでした。 

 一方、当社グループ（連結子会社）の主力商品であります構造用ＬＶＬキーラムにつきましては、需要が着

実に増加しており、販売数量、売上高とも伸長いたしました。 

 利益面では、市況回復の遅れによる採算悪化に加えて、前連結会計年度より稼動した単板製造会社の減価償

却負担等もあり、引続き厳しい実績となりました。 

 合板製造・木材加工事業全体では、売上高は36億59百万円（前年同期比5.0％増）、営業損失170百万円（前

年同期は62百万円の損失）となりました。 



③ その他の事業 

 その他の事業には、建材小売店の経営指導を中心にフランチャイズ事業を展開している株式会社ハウス・デ

ポ・ジャパンのほか、物流関係の子会社等４社、当中間連結会計期間に設立した株式会社アースホームビルド

及びＪＫトラベル株式会社を区分しております。 

 株式会社ハウス・デポ・ジャパンにつきましては、加盟店が214社とこの半年間で10社増加いたしました。 

 株式会社アースホームビルドは、仙台を拠点に住宅の建築請負事業を展開しておりますが、設立後日が浅い

ことから費用先行となり、大幅な営業損失計上となりました。 

 その他の事業全体では、売上高は５億38百万円（前年同期比15.9％増）、営業損失93百万円（前年同期比は

16百万円の利益）となりました。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ

38億85百万円（33.1％）増加し、156億35百万円となりました。当中間連結会計期間における各キャッシュ・フロ

ーの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果獲得した資金は28億８百万円（前年同期は２億35百万円の獲得）となりました。税金等調整前

当期純利益13億23百万円、減価償却費５億48百万円のほか、仕入債務の増加が売上債権の増加を35億85百万円上

回ったこと、たな卸資産が13億60百万円増加したこと等によるものであります。なお、法人税等の支払額は10億

88百万円でありました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は14億５百万円（前年同期は19億99百万円の使用）となりました。有形固定資産

取得による支出20億52百万円、有形固定資産売却による収入４億36百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果獲得した資金は24億82百万円（前年同期は３億70百万円の獲得）となりました。社債の償還11

億80百万円、配当金の支払１億38百万円に対し、長期借入金の純増額24億40百万円、短期借入金の増加13億75百

万円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

当中間連結会計期間の商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

当中間連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(4）販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

総合建材卸売事業   （百万円） － － 

合板製造・木材加工事業（百万円） 3,580 92.8 

その他の事業     （百万円） － － 

合計（百万円） 3,580 92.8 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

総合建材卸売事業   （百万円） 126,239 107.0 

合板製造・木材加工事業（百万円） 773 75.4 

その他の事業     （百万円） 73 134.4 

合計（百万円） 127,086 106.7 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

総合建材卸売事業   （百万円） － － 

合板製造・木材加工事業（百万円） 1,134 － 

その他の事業     （百万円） 55 － 

合計（百万円） 1,189 － 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

総合建材卸売事業   （百万円） 137,005 106.6 

合板製造・木材加工事業（百万円） 3,659 105.0 

その他の事業     （百万円） 538 115.9 

合計（百万円） 141,203 106.6 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当社は純粋持株会社に移行することを平成18年４月21日開催の取締役会で決議し、分割契約書の締結を行い、平

成18年６月29日開催の第60期定時株主総会において承認可決されました。 

 当社が営む営業の全てを、当社の完全子会社であるＪＫＣ株式会社（分割準備会社）に移転し、当社は純粋持株

会社に移行しております。 

 また、平成18年10月１日付で当社は商号を「ＪＫホールディングス株式会社」に、分割準備会社であるＪＫＣ株

式会社は「ジャパン建材株式会社」に変更しております。 

(1）分割の目的 

当社グループは、総合建材卸売事業、合板製造・木材加工事業、その他の事業という３つのセグメントの事業

を展開しておりますが、各事業の管理や評価をより客観的に行うことにより、事業展開の判断の迅速化を図ると

ともに、経営の透明性を一段と高め、グループ全体の事業拡大と発展を期すことを目的として、純粋持株会社と

なる当社がグループの経営管理機能を一段と強化し、セグメント毎の事業推進力を向上させるとともに、それぞ

れのセグメントが連携して高い総合力を発揮できる企業グループを形成し、株主価値の更なる向上を目指したグ

ループ経営を推進してまいります。 

(2）分割期日 

平成18年10月１日 

(3）分割方式 

当社を分割会社とし、当社の完全子会社であるＪＫＣ株式会社を承継会社とする分社型（物的）吸収分割であ

ります。 

(4）株式の割当 

承継会社であるＪＫＣ株式会社は当社の完全子会社であり、かつ、本件分割は分社型（物的）吸収分割である

ことから、分割前後で当社の同社に対する持分比率は変化しませんので、本件分割に際し、当社に対する新株の

割当は行っておりません。 

(5）分割により減少する資本等の額、株式の消却、分割交付金 

分割によりＪＫＣ㈱の増加した資本準備金の額は、次のとおりであります。 

   資本準備金    4,736百万円 

(6）承継会社が継承する権利義務の内容 

承継会社は、当社の営業にかかわる資産・負債及び各種契約などの権利義務を承継しております。ただし、分

割契約書において別段の定めのあるものは除いております。 

 なお、債務の承継については、併存的債務引受の方法によるものといたしました。 

(7）譲渡資産、負債の項目及び金額（平成18年９月30日現在） 

(8）ジャパン建材株式会社（旧 ＪＫＣ株式会社（分割準備会社））の概要 

５【研究開発活動】 

当中間連結会計期間において、研究開発活動はありません。 

資産 金額（百万円） 負債  金額（百万円） 

流動資産 99,090 流動負債 95,759 

固定資産 1,683 固定負債 276 

合計 100,774 合計 96,035 

代表者 代表取締役社長 野島 新人 

住 所 東京都江東区平野三丁目２番６号 

資本金 50百万円 

事業の内容 建築資材の製造及び販売、住宅設備機器の販売、土木建築工事、室内装飾工事、建築仕上工

事、建築物の設計及び監理、土木用資材の販売、不動産の販売、交換、賃貸借及び管理、宅

地建物取引業等 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間における主要な設備の異動は次のとおりであります。 

(1）提出会社 

当中間連結会計期間において、当社と当社グループの山陰ダイケン株式会社（島根県松江市）が合併したこ

とにより、同社の本社（松江営業所）等が新たに主要な設備となりました。 

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。 

２．従業員数の（ ）は臨時従業員数であり、外書しております。 

３．帳簿価格の「その他」は器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

(2）国内子会社 

当中間連結会計期間において、株式会社プレックコンポーネントが新規連結子会社となり、新たに当社グル

ープの主要な設備となりました。 

（注）１．金額には消費税等は含まれておりません。  

２．従業員数の（ ）は臨時従業員数であり、外書しております。 

３．帳簿価格の「その他」は器具及び備品であり、建設仮勘定は含まれておりません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1）当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の拡充、改修について重要な変

更は、次のとおりであります。 

事業所名 

（所在地） 

事業の種類

別セグメン

トの名称 

設備の

内容 

帳簿価額 
従業員

数

（人） 

建物及び構

築物 

（百万円） 

機械装置及

び運搬具 

（百万円） 

土地 

（百万円） 

（面積千㎡）

その他 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

松江営業所 

（島根県松江

市） 

総合建材 

卸売事業 

事務所 

倉庫 
6 0 

95 

(0) 
0 102 

9 

(2) 

鳥取営業所 

（島根県東伯

郡） 

総合建材 

卸売事業 

事務所 

倉庫 
28 0 

43 

(2) 
0 72 

5 

(1) 

会社名 
事業所名 

（所在地） 

事業の種類

別セグメン

トの名称 

設備の

内容 

帳簿価額 
従業員

数

（人） 

建物及び構

築物 

（百万円）

機械装置及

び運搬具 

（百万円） 

土地 

（百万円） 

（面積千㎡）

その他 

（百万円） 

合計 

（百万円） 

㈱プレ

ックコ

ンポー

ネント 

本社 

（広島県東広

島市） 

合板製造・

木材加工事

業 

事務所 

倉庫 
146 19 

78 

(48) 
1 244 

42 

(4) 

会 社 名 

事業所名 
所 在 地 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容 変更前完成予定年月 変更後完成予定年月

当社 

千葉北営業所 千葉県印西市 
総合建材卸

売事業 

事務所倉

庫 
平成18年９月 平成18年12月 

当社 

熊本営業所 熊本県菊池郡 
総合建材卸

売事業 

事務所倉

庫 
平成18年11月 平成19年３月 

㈱キーテック 

ＬＶＬ工場 千葉県木更津市 

合板製造・

木材加工事

業 

工場機械

設備 
平成18年10月 平成19年３月  

ＪＫ工業㈱ 

木更津工場 
千葉県木更津市 

合板製造・

木材加工事

業 

工場機械

設備 
平成18年９月 平成18年12月 



(2）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

（注）金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の売却の計画は次のとおりであります。 

（注）金額には消費税は含まれておりません。 

会社名事
業所名 

所在地 

事業の
種類別
セグメ
ントの
名称 

設備の
内容 

投資予定金額

資金調達
方法 

着手及び完成予定年月 
完成後
の増加
能力 総額

(百万円) 
既支払額
(百万円) 

着手 完了 

当社松江

営業所 

島根県松

江市 

総合建

材卸売

事業 

事務所

倉庫 
300 － 自己資金 

平成19年

１月 

平成19年

５月 

営業効

率の向

上 

当社ＪＫ

物流セン

ター 

千葉県木

更津市 

総合建

材卸売

事業 

倉庫 61 20 自己資金 
平成18年

10月 

平成18年

12月 

営業効

率の向

上 

会社名事業所名 所在地 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容
帳簿価額

（平成18年９月30日現在） 
 （百万円） 

予定年月

当社 

関東事務センター 
東京都江東区 

総合建材卸売

事業 
土地 462 平成18年11月 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行使

により発行されたものは含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 70,000,000 

計 70,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 
 （平成18年９月30日） 

提出日現在発行数（株）
（平成18年12月15日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容

普通株式 27,692,112 27,692,112 
東京証券取引所 

市場第一部 
－ 

計 27,692,112 27,692,112 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

① 平成16年６月７日取締役会決議 

（注）１．本新株予約権の目的である株式の種類は当社普通株式とし、その行使により当社が当社普通株式を新たに発

行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下、当社普通株式の発行又は移転を当社普通株式

の「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を下記２．②、③及び④により決

定される転換価額で除した数とする。但し、行使により生じる１株未満の端数は切り捨て、現金による調整

は行わない。本新株予約権の行使により単元未満株式が発生する場合には、商法に定める単元未満株式の買

取請求権が行使されたものとして現金により精算する。 

２．本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額 

①各本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額は、本社債の発行価額と同額とする。 

②転換価額 

本新株予約権の行使に際して払込をなすべき１株当たりの額（以下、「転換価額」という。）は、755円

とする。 

③転換価額の調整 

転換価額は、本新株予約権付社債発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額又は処分価額で

当社普通株式を発行又は処分する場合には、次の算式により調整される。なお、次の算式において、「既

発行株式数」は、当社の発行済普通株式総数（但し、普通株式に係る自己株式数を除く。）をいう。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株

式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の発行等が行われる場合

その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。 

 
中間会計期間末現在 
（平成18年９月30日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 2,500 同左 

新株予約権の数（個） 2,500 同左 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） （注）１ 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（円） （注）２ 同左 

新株予約権の行使期間 
自 2004年７月９日 

至 2008年９月16日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 
（注）３ 同左 

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使

はできないものとする。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 該当なし。 同左 

代用払込みに関する事項 － － 

        

既発行株式数 ＋

新発行・ 

処分株式数
×
１株当たりの 

発行・処分価額 

調整後 

転換価額 
＝ 
調整前 

転換価額 
× 

時  価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 



④転換価額の下方修正 

2005年９月16日及び2006年９月15日（日本時間。以下、それぞれ「決定日」という。）まで（当日を含

む。）の各５連続取引日の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の普通取引の終値の平均値の１

円未満の端数を切り上げた金額が、各決定日において有効な転換価額を１円以上下回る場合には、転換価

額は、2005年10月３日及び2006年10月２日（日本時間。以下、それぞれ「効力発生日」という。）以降、

それぞれ上記の方法で計算された終値の平均値と同額（但し、計算の結果、最初の決定日現在の転換価額

の70％未満となる場合、転換価額は最初の決定日現在の転換価額の70％に当たる金額で１円未満を切り上

げた金額とする。）に下方修正される。但し、各決定日（当日を除く。）から関連する各効力発生日（当

日を含む。）までの期間に、上記③に従い転換価額が調整された場合は、上記修正転換価額は更に調整さ

れる。 

３．本新株予約権の行使により発行する当社普通株式の発行価額中資本に組入れる額は、当該発行価額に0.5を

乗じ、その結果、１円未満の端数を生じるときはその端数を切り上げた額とする。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

年月日 
発行済株式総
数増減数
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成18年4月1日～ 

平成18年9月30日 
－ 27,692,112 － 2,600 － 4,895 



(4）【大株主の状況】 

（注）「ジャパン建材グループ従業員持株会」につきましては、平成18年10月１日付の会社分割による純粋持株会社へ

の移行に伴い、「ジャパン建材株式会社」から「ＪＫホールディングス株式会社」への商号変更により、同日付

で「ＪＫホールディングス従業員持株会」に名義変更しております。 

(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が17,100株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数171個が含まれております。 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

吉田 繁 東京都目黒区 2,429 8.77 

三井物産株式会社 
東京都中央区晴海一丁目８番12号 
晴海アイランドトリトンスクエアＺ棟 
（常代）資産管理サービス信託銀行株式会社 

2,428 8.77 

吉野石膏株式会社 
東京都千代田区丸の内三丁目３番１号 

新東京ビル内 
2,065 7.46 

吉田 チサト 東京都港区 1,271 4.59 

伊藤忠建材株式会社 東京都中央区日本橋本町二丁目７番１号 1,104 3.99 

吉田 勲 神奈川県三浦郡葉山町 979 3.54 

三井住商建材株式会社 
東京都中央区晴海一丁目８番８号 

晴海トリトンスクエアオフィスタワーＷ 
918 3.32 

ジャパン建材グループ従業員

持株会 
東京都江東区平野三丁目２番６号 899 3.25 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 873 3.15 

吉田 隆 千葉県市川市 698 2.52 

計 － 13,670 49.37 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 21,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 27,586,600 275,866 － 

単元未満株式 普通株式 84,512 － － 

発行済株式総数 27,692,112 － － 

総株主の議決権 － 275,866 － 



②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

(1）新任役員 

該当はありません。 

(2）退任役員 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 
（％） 

ジャパン建材株式会社 

東京都江東区平野三

丁目２番６号 

木場パークビル 

21,000 － 21,000 0.08 

計 － 21,000 － 21,000 0.08 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円） 937 909 821 830 855 835 

最低（円） 866 790 731 785 790 798 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 － 吉田 勲 平成18年10月31日 



(3）役職の異動 

平成18年10月１日付会社分割（持株会社化）に伴う異動 

ＪＫホールディングス㈱ 

（旧ジャパン建材㈱） 

新役名及び職名 

ジャパン建材㈱ 

（旧ＪＫＣ㈱） 

新役名及び職名 

ジャパン建材㈱ 

旧役名及び職名 
氏名 異動年月日 

代表取締役会長兼最高経営

責任者（ＣＥＯ） 
取締役 

代表取締役会長兼最高経営

責任者（ＣＥＯ） 
吉田 繁 平成18年10月１日

代表取締役社長 

（経営本部長兼経営本部グ

ループ経営戦略室長） 

取締役 
代表取締役社長兼最高業務

執行責任者（ＣＯＯ） 
中本 敏宏 平成18年10月１日

代表取締役副社長 

（管理本部長） 
取締役 

代表取締役副社長兼最高財

務責任者（ＣＦＯ） 

（業務管理本部長） 

吉田 隆 平成18年10月１日

取締役 

代表取締役副社長 

（営業本部長兼営業推

進本部長） 

専務取締役 

（営業本部長兼営業推進本

部長） 

松田 一郎 平成18年10月１日

取締役 
常務取締役 

（営業本部副本部長） 

常務取締役 

（営業本部副本部長） 
大久保 清 平成18年10月１日

取締役 常務取締役 
常務取締役 

（業務管理本部長付） 
吉田 勲 平成18年10月１日

取締役 
常務取締役 

（営業本部副本部長） 

常務取締役 

（営業本部副本部長） 
永井 昭雄 平成18年10月１日

取締役 

（経営本部副本部長兼経営

本部グループ経営戦略室室

長補佐兼経営本部広報兼秘

書室長） 

常務取締役 

（営業推進本部副本部

長） 

常務取締役 

（業務管理本部総務部長兼

業務管理本部関係会社統轄

室長） 

黒岩 康多 平成18年10月１日

取締役 
取締役 

（営業本部副本部長） 

取締役 

（営業本部副本部長） 
平 國雄 平成18年10月１日

取締役 

（管理本部副本部長兼管理

本部財務経理部長） 

取締役 

（管理本部長兼管理本

部総務経理部長） 

取締役 

（業務管理本部財務経理部

長） 

渡辺 昭市 平成18年10月１日

取締役 代表取締役社長 

取締役 

（常勤顧問兼ＪＫＣ㈱代表

取締役社長） 

野島 新人 平成18年10月１日

常勤監査役 監査役 常勤監査役 水津 清治 平成18年10月１日

常勤監査役 監査役 常勤監査役 土居 功 平成18年10月１日



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令

第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30

日）及び当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）の中間連結財務諸表並びに前中間会計期

間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日）及び当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）

の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けております。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 

 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金    11,524   15,803   11,918  

２．受取手形及び売掛
金 

※６  79,655   89,899   75,700  

３．有価証券    109   109   953  

４．たな卸資産   7,068   9,512   8,047  

５．繰延税金資産   420   451   433  

６．その他   2,856   2,952   1,989  

  貸倒引当金   △721   △426   △558  

流動資産合計   100,914 67.9  118,301 70.1  98,483 66.8 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１          

(1）建物及び構築物 ※３ 6,089   6,227   6,298   

(2）機械装置及び運
搬具  1,861   1,832   1,865   

(3）土地 ※３ 23,767   24,341   24,126   

(4）建設仮勘定  211   1,548   78   

(5）その他  212 32,143 21.6 206 34,155 20.3 199 32,568 22.1 

２．無形固定資産           

(1）連結調整勘定  565   －   735   

(2）のれん  －   749   －   

(3）その他  660 1,225 0.8 598 1,348 0.8 603 1,338 0.9 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※２ 3,940   4,777   4,778   

(2）破産・更生債権
等  2,295   2,006   2,056   

(3）賃貸不動産 ※３ 6,017   6,234   6,183   

(4）繰延税金資産  273   194   146   

(5）その他 ※２ 2,957   3,084   3,062   

  貸倒引当金  △1,038 14,445 9.7 △1,419 14,879 8.8 △1,118 15,109 10.2 

固定資産合計   47,814 32.1  50,382 29.9  49,016 33.2 

資産合計   148,729 100.0  168,684 100.0  147,499 100.0 

           

 



  
前中間連結会計期間末 

 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形及び買掛
金 

※3,6  85,154   99,548   81,632  

２．短期借入金 ※３  7,610   10,645   9,264  

３．１年内返済予定長
期借入金 

※３  5,439   6,097   5,613  

４．１年内償還予定社
債 

   1,360   860   1,860  

５．未払法人税等   1,057   927   1,142  

６．賞与引当金   694   765   638  

７．役員賞与引当金   －   24   －  

８．その他 ※３  3,709   4,067   2,684  

流動負債合計   105,024 70.6  122,935 72.9  102,835 69.7 

Ⅱ 固定負債           

１．社債    1,380   520   700  

２．新株予約権付社債    2,500   2,500   2,500  

３．長期借入金 ※３  11,858   15,052   12,579  

４．繰延税金負債   －   70   109  

５．再評価に係る繰延
税金負債   2,470   2,413   2,432  

６．退職給付引当金   3,610   1,816   3,652  

７．役員退職慰労引当
金   315   412   362  

８．その他 ※３  1,360   2,404   1,435  

固定負債合計   23,495 15.8  25,188 14.9  23,772 16.1 

負債合計   128,519 86.4  148,124 87.8  126,608 85.8 

           

（少数株主持分）           

少数株主持分   938 0.6  － －  872 0.6 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,600 1.8  － －  2,600 1.8 

Ⅱ 資本剰余金   4,900 3.3  － －  4,900 3.3 

Ⅲ 利益剰余金   11,226 7.5  － －  11,766 8.0 

Ⅳ 土地再評価差額金   △217 △0.1  － －  △273 △0.2 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   775 0.5  － －  1,039 0.7 

Ⅵ 自己株式   △13 △0.0  － －  △13 △0.0 

資本合計   19,271 13.0  － －  20,018 13.6 

負債、少数株主持分
及び資本合計   148,729 100.0  － －  147,499 100.0 

           

 



  
前中間連結会計期間末 

 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
 

（平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                 

Ⅰ 株主資本            

１．資本金    － －  2,600 1.5  － －

２．資本剰余金    － －  4,900 2.9  － －

３．利益剰余金    － －  11,936 7.1  － －

４．自己株式    － －  △14 △0.0  － －

株主資本合計    － －  19,422 11.5  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評

価差額金 
  － －  657 0.4  － －

２．繰延ヘッジ損益   － －  1 0.0  － －

３．土地再評価差額金   － －  △302 △0.2  － －

評価・換算差額等合

計 
  － －  356 0.2  － －

Ⅲ 少数株主持分   － －  781 0.5  － －

純資産合計   － －  20,560 12.2  － －

負債純資産合計   － －  168,684 100.0  － －

                  



②【中間連結損益計算書】 

  

前中間連結会計期間 
        

（自 平成17年４月１日 
   至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
        

（自 平成18年４月１日 
   至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   132,469 100.0  141,203 100.0  265,400 100.0 

Ⅱ 売上原価   122,249 92.3  129,738 91.9  245,042 92.3 

売上総利益   10,220 7.7  11,464 8.1  20,358 7.7 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

※１  8,530 6.4  9,547 6.8  16,561 6.3 

営業利益   1,690 1.3  1,916 1.3  3,796 1.4 

Ⅳ 営業外収益           

１．受取利息及び受取
配当金  42   56   87   

２．仕入割引  161   156   324   

３．不動産賃貸料  251   269   514   

４．雑収入  107 563 0.4 71 553 0.4 163 1,090 0.4 

Ⅴ 営業外費用           

１．支払利息  197   240   403   

２．売上割引  255   278   529   

３．持分法による投資
損失  40   348   308   

４．雑損失  112 605 0.5 278 1,144 0.8 211 1,453 0.5 

経常利益   1,647 1.2  1,325 0.9  3,434 1.3 

Ⅵ 特別利益           

１．固定資産売却益 ※２ 2   114   34   

２．投資有価証券売却
益 

  329     39     436     

３．関係会社株式売却
益 

  1     －     66     

４．退職金制度変更に
伴う利益 

  －     155     －     

５．移転保証金   － 333 0.2 22 332 0.2 － 536 0.2 

                      

 



  

前中間連結会計期間 
        

（自 平成17年４月１日 
   至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
        

（自 平成18年４月１日 
   至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅶ 特別損失           

１．固定資産売却損 ※３ 1   20   3   

２．固定資産除却損 ※４ 1   9   64   

３．役員退職金  11   －   21   

４．会員権評価損  10   6   16   

５．退職給付会計基準
変更時差異償却  7   －   7   

６．過年度役員退職慰
労引当金繰入額  30   30   60   

７．貸倒引当金繰入額  179   25   464   

８．減損損失 ※５ 150   138   169   

９．たな卸資産処分損  53   －   53   

10. リース債務解約損  －   －   12   

11．債権整理損   －   58   －   

12．クレーム補修費用   －   37   －   

13．関係会社株式売却
損 

  － 444 0.3 9 335 0.2 － 873 0.3 

税金等調整前中間(当
期)純利益   1,536 1.1  1,323 0.9  3,097 1.2 

法人税、住民税及び
事業税  1,030   909   2,035   

法人税等調整額  △102 927 0.7 142 1,051 0.7 △118 1,916 0.7 

少数株主利益又は少
数株主損失（△）   17 0.0  △77 △0.1  △31 △0.0 

中間(当期)純利益   590 0.4  349 0.3  1,212 0.5 

           



③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  

前中間連結会計期間 
 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高    4,900   4,900 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

１．自己株式処分差益  0 0 0 0 

Ⅲ 資本剰余金中間期末
（期末）残高 

  4,900  4,900 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   11,041  11,041 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．持分法適用会社減少
に伴う増加高 

 0  －  

２．中間（当期）純利益  590 590 1,212 1,212 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

１．配当金  138  276  

２．役員賞与  59  59  

３．土地再評価差額金取
崩高 

 207 404 151 487 

Ⅳ 利益剰余金中間期末
（期末）残高 

  11,226  11,766 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

 当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日 残高    
（百万円） 

2,600 4,900 11,766 △13 19,252 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）     △138   △138 

役員賞与（注）     △45   △45 

中間純利益     349   349 

自己株式の取得       △0 △0 

連結範囲の変動     △25   △25 

土地再評価差額金の取崩     29   29 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計
 （百万円) 

－ － 170 △0 169 

平成18年９月30日 残高     
（百万円） 

2,600 4,900 11,936 △14 19,422 

 評価・換算差額等 

少数株主持
分 

純資産合計 
 

その他有
価証券評
価差額金 

繰延ヘッ
ジ損益 

土地再評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高     
（百万円） 

1,039 － △273 765 872 20,891 

中間連結会計期間中の変動額           

剰余金の配当（注）        △138 

役員賞与（注）        △45 

中間純利益        349 

自己株式の取得        △0 

連結範囲の変動        △25 

土地再評価差額金の取崩        29 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

△381 1 △28 △408 △91 △500 

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円) 

△381 1 △28 △408 △91 △330 

平成18年９月30日 残高 
（百万円） 

657 1 △302 356 781 20,560 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間 
 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度に係る 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

税金等調整前中間（当
期）純利益 

 1,536 1,323 3,097 

減価償却費  547 548 1,102 

減損損失  150 138 169 

連結調整勘定償却額  94 － 189 

のれん償却額  － 133 － 

営業権償却額  12 － 24 

貸倒引当金の増減額  151 163 65 

賞与引当金の増減額  73 125 6 

役員賞与引当金の増減
額  

 － 24 － 

退職給付引当金の増減
額 

 116 △1,684 158 

役員退職慰労引当金の
増減額 

 47 49 94 

受取利息及び受取配当
金 

 △42 △56 △87 

支払利息  197 240 403 

持分法による投資損失  40 348 308 

投資有価証券売却益  △329 △39 △436 

関係会社株式売却益  △1 － △66 

関係会社株式売却損  － 9 － 

有形固定資産売却益  △2 △114 △34 

有形固定資産売却損  1 20 3 

有形固定資産除却損  1 9 64 

会員権評価損  5 2 7 

売上債権の増減額  △5,259 △14,256 △899 

たな卸資産の増減額  108 △1,360 △676 

その他資産の増減額  △407 △1,282 △117 

仕入債務の増減額  4,547 17,841 680 

未払消費税等の増減額  45 △33 28 

その他負債の増減額  △190 2,034 104 

役員退職金  11 － 21 

 



  

前中間連結会計期間 
 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度に係る 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

役員賞与の支払額  △59 △45 △59 

たな卸資産処分損  53 － 53 

リース債務解約損  － － 12 

退職金制度変更に伴う
利益 

 － △155 － 

移転保証金  － △22 － 

債権整理損  － 58 － 

クレーム補修費用   － 37 － 

小計  1,450 4,057 4,221 

利息及び配当金の受取
額 

 46 63 90 

役員退職金の支払額  △18 － △28 

営業保証金の返還によ
る収入 

 3 0 4 

営業保証金の支払によ
る支出 

 △2 △3 △5 

移転保証金による収入  － 22 － 

利息の支払額  △196 △243 △405 

法人税等の支払額  △1,048 △1,088 △2,002 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 235 2,808 1,874 

     

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

定期預金の預入れによ
る支出 

 △694 △164 △805 

定期預金の払戻しによ
る収入 

 227 165 338 

有価証券の取得による
支出 

 △109 △1,269 △4,826 

有価証券の売却による
収入 

 109 2,132 3,964 

有形固定資産の取得に
よる支出 

 △2,105 △2,052 △3,145 

有形固定資産の除却に
よる支出 

 △0 △1 △2 

有形固定資産の売却に
よる収入 

 24 436 146 

無形固定資産の取得に
よる支出 

 △23 △0 △29 

 



  

前中間連結会計期間 
 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度に係る 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

無形固定資産の売却に
よる収入 

 － － 0 

投資有価証券の取得に
よる支出 

 △5,924 △4,196 △11,819 

投資有価証券の売却に
よる収入 

 6,473 3,436 11,637 

連結範囲の変更を伴う
子会社株式の取得によ
る収入 

  － 4 － 

連結範囲の変更を伴う
子会社株式の取得によ
る支出 

 △24 － △113 

連結子会社の追加取得
による支出 

 △7 － △14 

連結子会社株式の売却
による収入  

 － 3 － 

貸付による支出  △80 △55 △256 

貸付金の回収による収
入 

 134 157 230 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △1,999 △1,405 △4,696 

     

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

    

短期借入金の増減額  180 1,375 1,750 

長期借入による収入  4,690 6,071 8,090 

長期借入返済による支
出 

 △3,651 △3,630 △6,839 

社債の償還による支出  △680 △1,180 △860 

自己株式の取得による
支出 

 △0 △0 △1 

自己株式の売却による
収入 

 0 － 0 

 



  

前中間連結会計期間 
 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 
 

(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日)

前連結会計年度に係る 
連結キャッシュ・フロー
計算書 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

ファイナンス・リース
債務の返済による支
出  

 △17 △1 △19 

配当金の支払額  △138 △138 △276 

少数株主への配当金の
支払額 

 △11 △12 △23 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 370 2,482 1,818 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係
る換算差額 

 － － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額 

  △1,393 3,885 △1,002 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 12,752 11,749 12,752 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中
間期末(期末)残高 

※ 11,359 15,635 11,749 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 １．連結の範囲に関する事項 

① 連結子会社 11社 

株式会社キーテック 

株式会社ＪＫ興産 

株式会社ハウス・デポ・ジ

ャパン 

株式会社新若山 

日本パネフォーム株式会社 

通商株式会社 

株式会社ハウスデポ・ピー

エイチアイ 

株式会社ＪＫ ＣＡＲＧＯ 

株式会社ジェイケー物流 

ＪＫ工業株式会社 

東海ダイケン株式会社 

① 連結子会社 17社 

株式会社キーテック 

株式会社ＪＫ興産 

株式会社ハウス・デポ・ジ

ャパン 

株式会社新若山 

日本パネフォーム株式会社 

通商株式会社 

株式会社ハウスデポ・ピー

エイチアイ 

株式会社ＪＫ ＣＡＲＧＯ 

株式会社ジェイケー物流 

ＪＫ工業株式会社 

ＪＫＣ株式会社 

秋田グルーラム株式会社  

株式会社プレックコンポー

ネント 

株式会社アースホームビル

ド  

ＪＫＩ株式会社 

株式会社ティーエヌエス  

ＪＫトラベル株式会社 

① 連結子会社  13社 

株式会社キーテック 

株式会社ＪＫ興産 

株式会社ハウス・デポ・ジ

ャパン 

株式会社新若山 

日本パネフォーム株式会社 

通商株式会社 

株式会社ハウスデポ・ピー

エイチアイ 

株式会社ＪＫ ＣＡＲＧＯ 

株式会社ジェイケー物流 

ＪＫ工業株式会社 

ＪＫＣ株式会社  

山陰ダイケン株式会社 

秋田グルーラム株式会社  

 東海ダイケン株式会社について

は、平成17年７月31日付の株式取

得により、当中間連結会計期間よ

り子会社となり、連結の範囲に含

めております。 

 山陰ダイケン株式会社について

は、前連結会計年度より連結の範

囲に含めておりましたが、平成18

年４月１日付の当社との合併によ

り、消滅しております。 

 また、ＪＫＩ株式会社について

は平成18年５月１日付、ＪＫトラ

ベル株式会社については平成18年

７月27日付の設立に伴い、株式会

社プレックコンポーネントについ

ては平成18年４月５日付、株式会

社アースホームビルドについては

平成18年４月12日付の株式取得に

より、連結の範囲に含めておりま

す。 

 なお、前連結会計年度では持分

法を適用していない関連会社に含

めておりました株式会社ティーエ

ヌエスは、平成18年７月14日付の

株式取得により当中間連結会計期

間より子会社となり、重要性が増

したため連結の範囲に含めており

ます。 

 東海ダイケン株式会社について

は、平成17年７月31日付の株式取

得により、当連結会計年度より子

会社となり、連結の範囲に含めて

おります。ただし、平成17年10月

１日付の当社との合併により、消

滅しております。 

 また、ＪＫＣ株式会社について

は、平成18年２月１日の設立に伴

い、山陰ダイケン株式会社及び秋

田グルーラム株式会社について

は、平成18年２月１日付の株式取

得により、当連結会計年度より子

会社となり、連結の範囲に含めて

おります。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

② 非連結子会社 46社 

主な非連結子会社 

株式会社ハウス・デポ仙台 

株式会社カワシン 

株式会社オジマ商会  

新いずみ建装株式会社 

② 非連結子会社 56社 

主な非連結子会社 

株式会社ハウス・デポ仙台 

株式会社カワシン 

新いずみ建装株式会社 

株式会社エムジー建工 

② 非連結子会社 51社 

主要な会社名 

株式会社ハウス・デポ仙台 

株式会社カワシン 

新いずみ建装株式会社 

株式会社エムジー建工  

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社46社の総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰余金

等は、いずれも小規模であり、全

体としても中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないので、

連結の範囲から除外しておりま

す。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社56社の総資産、売

上高、中間純損益及び利益剰余金

等は、いずれも小規模であり、全

体としても中間連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないので、

連結の範囲から除外しておりま

す。 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社51社の総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金

等は、いずれも小規模であり、全

体としても連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしていないので、連結

の範囲から除外しております。 

２．持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結子会社 

42社 

主な非連結子会社 

株式会社オジマ商会 

株式会社ハウス・デポ仙台 

株式会社カワシン 

新いずみ建装株式会社 

２．持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結子会社 

49社 

主な非連結子会社 

株式会社ハウス・デポ仙台 

株式会社カワシン 

新いずみ建装株式会社 

株式会社エムジー建工 

２．持分法の適用に関する事項 

① 持分法適用の非連結子会社 

45社 

主要な会社名 

株式会社ハウス・デポ仙台 

株式会社カワシン 

新いずみ建装株式会社 

株式会社エムジー建工 

有限会社ハウス・デポハリマ

は、株式を所有している株式会社

ハウス・デポ・ジャパンの平成17

年９月30日付の株式譲渡により、

当中間連結会計期間より持分法適

用の非連結子会社から除外してお

ります。 

 また、株式会社ハウス・デポ・

タチカワは、株式会社ハウス・デ

ポ・ジャパンの株式取得に伴い、

有限会社ハウス・デポ姶良、有限

会社ハウス・デポ・カヤモリ、有

限会社ハウス・デポ松村及び株式

会社ハウスデポ・セキは新規設立

に伴い、当中間連結会計期間より

持分法適用の非連結子会社に含め

ております。 

株式会社オジマ商会は、平成18

年３月31日をもって解散し、清算

手続中であります。 

 また、株式会社ハウス・デポ小

松原は、平成18年３月31日より休

眠会社となっておりました株式会

社ハウス・デポ京葉が平成18年７

月４日付で商号変更したものであ

ります。 

 さらに、加藤住宅資材株式会社

は、株式会社ハウス・デポ・ジャ

パンの株式取得に伴い、有限会社

ハウス・デポ・ムサシ、株式会社

ハウス・デポ・オオニシ及び株式

会社穂高は新規設立に伴い、当中

間連結会計期間より持分法適用の

非連結子会社に含めております。 

有限会社ハウス・デポハリマ及

び日東建材株式会社は、株式を所

有している株式会社ハウス・デ

ポ・ジャパンが平成17年９月30日

付で有限会社ハウス・デポハリ

マ、平成17年12月31日付で日東建

材株式会社の株式を譲渡したこと

により、当連結会計年度より持分

法適用の非連結子会社から除外し

ております。 

 なお、株式会社ハウス・デポ京

葉は、平成18年３月31日をもって

事業を休止しており、株式会社オ

ジマ商会は平成18年３月31日をも

って解散し、清算手続中でありま

す。 

 また、株式会社ハウス・デポ日

東は、株式会社ハウス・デポ隼人

が平成18年２月１日付で商号変更

したものであります。 

 さらに、株式会社ハウス・デ

ポ・タチカワ、有限会社トキオ建

材、有限会社ハウス・デポ・村

上、株式会社丸藤近藤商店及び有

限会社ハウス・デポ・ユウキは、

株式会社ハウス・デポ・ジャパン

の株式取得に伴い、有限会社ハウ

ス・デポ姶良、有限会社ハウス・

デポ・カヤモリ、有限会社ハウ

ス・デポ松村及び株式会社ハウス

デポ・セキは新規設立に伴い、当

連結会計年度より持分法適用の非

連結子会社に含めております。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

② 持分法適用の関連会社 ２社 

ブルース・ジャパン株式会

社 

株式会社野元 

② 持分法適用の関連会社 ２社 

ブルース・ジャパン株式会

社 

株式会社野元 

②  持分法適用の関連会社 ２社 

ブルース・ジャパン株式会

社 

株式会社野元 

③ 持分法を適用していない非連

結子会社４社及び関連会社21社

（明和住宅資材株式会社、株式

会社内田、株式会社クラウン通

商、小松原建材株式会社、株式

会社ダイコク、株式会社アイ

ビ、有限会社マルトミ、株式会

社ハウスデポ八王子資材、有限

会社長田材木店、株式会社坂昌

資材、株式会社ハリマ、有限会

社ハウス・デポ大間々、株式会

社キール・ウエストジャパン、

有限会社ツルムラ、ミズノ株式

会社、インテラＵＳＡ社、株式

会社ティーエヌエス、株式会社

倉敷山商、有限会社ティーオー

商会、有限会社新厚木、株式会

社丸藤近藤商店、上海銀得隆建

材有限公司、香港銀得隆建材有

限公司、大連銀得隆建材有限公

司、春宅有限会社）は、中間純

損益及び利益剰余金等からみ

て、持分法の対象から除いても

中間連結財務諸表に及ぼす影響

が軽微であり、かつ、全体とし

ても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

③ 持分法を適用していない非連

結子会社７社及び関連会社19社

（明和住宅資材株式会社、株式

会社内田、株式会社クラウン通

商、株式会社ダイコク、株式会

社アイビ、有限会社マルトミ、

株式会社ハウスデポ八王子資

材、株式会社長田材木店、株式

会社坂昌資材、株式会社ハリ

マ、有限会社ハウス・デポ大

間々、株式会社キール・ウエス

トジャパン、有限会社ツルム

ラ、ミズノ株式会社、インテラ

ＵＳＡ社、株式会社倉敷山商、

有限会社新厚木、有限会社ハウ

ス・デポ小倉北、正木商事株式

会社、上海銀得隆建材有限公

司、香港銀得隆建材有限公司、

大連銀得隆建材有限公司、春宅

有限会社、株式会社玉川住宅総

合研究所、株式会社不二屋建材

店、フタバジャヤインダー）

は、中間純損益及び利益剰余金

等からみて、持分法の対象から

除いても中間連結財務諸表に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、

全体としても重要性がないため

持分法の適用範囲から除外して

おります。 

③ 持分法を適用していない非連

結子会社６社及び関連会社21社

（明和住宅資材株式会社、株式

会社内田、株式会社クラウン通

商、小松原建材株式会社、株式

会社ダイコク、株式会社アイ

ビ、有限会社マルトミ、株式会

社ハウスデポ八王子資材、有限

会社長田材木店、株式会社坂昌

資材、株式会社ハリマ、有限会

社ハウス・デポ大間々、株式会

社キール・ウエストジャパン、

有限会社ツルムラ、ミズノ株式

会社、インテラＵＳＡ社、株式

会社ティーエヌエス、株式会社

倉敷山商、有限会社新厚木、有

限会社ハウス・デポ小倉北、正

木商事株式会社、上海銀得隆建

材有限公司、香港銀得隆建材有

限公司、大連銀得隆建材有限公

司、春宅有限会社、株式会社玉

川住宅総合研究所、株式会社不

二屋建材店）は、当期純損益及

び利益剰余金等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務

諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ、全体としても重要性

がないため持分法の適用範囲か

ら除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち通商株式会社

の中間決算日は、３月31日であり

ます。 

 なお、中間連結財務諸表の作成

にあたっては、同社が中間連結決

算日現在で実施した本決算に基づ

く下期の財務諸表を使用しており

ます。 

また、その他の連結子会社の中間

期の末日は、中間連結決算日と一

致しております。 

連結子会社のうち、通商株式会

社の中間決算日は３月31日、株式

会社プレックコンポーネントの中

間決算日は12月31日であります。 

 なお、中間連結財務諸表の作成

にあたっては、通商株式会社は中

間連結決算日現在で実施した本決

算に基づく下期の財務諸表を使用

しており、株式会社プレックコン

ポーネントは中間連結決算日現在

で実施した仮決算に基づく財務諸

表を使用しております。 

 また、その他の連結子会社の中

間期の末日は、中間連結決算日と

一致しております。 

連結子会社のうち通商株式会社

の決算日は、９月30日でありま

す。なお、連結財務諸表の作成に

あたっては、連結決算日現在で実

施した仮決算に基づく財務諸表を

使用しております。 

 また、その他の連結子会社の事

業年度の末日は、連結決算日と一

致しております。 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 ４．会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

(1）重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 ① 有価証券 ① 有価証券 

満期保有目的債券 

償却原価法（定額法） 

満期保有目的債券 

同左 

満期保有目的債券 

同左 

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入

法により処理し、売却

原価は移動平均法によ

り算定） 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定） 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に

基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ ② デリバティブ ② デリバティブ 

時価法 同左 同左 

③ たな卸資産 ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

商品 

主として総平均法による

原価法 

製品 

主として移動平均法によ

る原価法  

原材料 

主として個別法による原

価法 

商品 

同左 

  

製品 

同左 

  

原材料 

同左 

商品 

同左 

  

製品  

同左 

  

原材料 

同左 

販売用不動産・未成工事支

出金 

個別法による原価法 

販売用不動産・未成工事支

出金 

同左 

販売用不動産・未成工事支

出金 

同左 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

(2）重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

定率法。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）につ

いては定額法。なお、主な耐

用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物  ３～50年 

構築物 ２～60年 

① 有形固定資産 

同左 

① 有形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

定額法。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社

内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法。ま

た、その他の耐用年数は５～

20年であります。 

② 無形固定資産 

定額法。なお、自社利用の

ソフトウェアについては、社

内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法。ま

た、その他の耐用年数は３～

20年であります。 

② 無形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

③ 長期前払費用 

期間対応償却。なお、償却

年数は２～42年であります。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

④ 賃貸不動産 

定率法。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）につ

いては定額法。なお、耐用年

数は２～50年であります。 

④ 賃貸不動産 

定率法。ただし、平成10年

４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）につ

いては定額法。なお、耐用年

数は５～50年であります。 

④ 賃貸不動産 

同左  

(3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒

損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。 

① 貸倒引当金 

同左 

① 貸倒引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当中間連

結会計期間負担額を計上して

おります。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

従業員賞与の支給に備える

ため、支給見込額の当連結会

計年度負担額を計上しており

ます。 

 ────── 

  

  

  

  

③ 役員賞与引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は、役員賞与の支出に備え

て、当連結会計年度における

支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しておりま

す。 

（会計方針の変更） 

 当中間連結会計期間より、

「役員賞与に関する会計基

準」（企業会計基準第４号 

平成17年11月29日）を適用し

ております。 

 これにより、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間

純利益は、それぞれ24百万円

減少しております。 

 なお、セグメント情報に与

える影響は、当該箇所に記載

しております。 

 ────── 

  

  

  

  

 



前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

④ 退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は、従業員の退職給付に備え

るため、当中間連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

 なお、会計基準変更時差異

（77百万円）は、５年による

按分額を費用処理しておりま

す。 

 また、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定率法により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。 

④ 退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は、従業員の退職給付に備え

るため、当中間連結会計年度

末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計

上しております。 

 なお、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定率法により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。 

（追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の

施行に伴い、平成18年４月１

日に適格退職年金制度につい

て確定給付企業年金制度及び

確定拠出年金制度へ移行し、

「退職給付制度間の移行等に

関する会計処理」（企業会計

基準適用指針第１号）を適用

しております。 

 本移行に伴う影響額は、特

別利益として155百万円計上

されております。 

④ 退職給付引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は、従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異

（77百万円）は、５年による

按分額を費用処理しておりま

す。 

 また、過去勤務債務は、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数

（５年）による定額法により

費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）によ

る定率法により、それぞれ発

生の翌連結会計年度から費用

処理することとしておりま

す。 

⑤ 役員退職慰労引当金  

 当社及び一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく

中間連結会計年度末要支給額

を計上しております。 

 なお、過年度相当額300百

万円については、平成19年３

月期まで５年にわたり均等額

を特別損失として繰入計上し

ております。  

⑤ 役員退職慰労引当金  

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 当社及び一部の連結子会社

は、役員の退職慰労金の支給

に備えるため、内規に基づく

当連結会計年度末要支給額を

計上しております。 

 なお、過年度相当額300百

万円については、平成19年３

月期まで５年にわたり均等額

を特別損失として繰入計上し

ております。   

(4）重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 



前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満た

している場合は特例処理を採用

しております。 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(5）重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ、為

替予約 

ヘッジ手段…同左 ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…借入金、外貨建予

定取引 

ヘッジ対象…同左 ヘッジ対象…同左 

③ヘッジ方針 

為替・金利に係る相場変動リ

スクを回避する目的で、実需の

範囲内で対象取引のヘッジを行

っております。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

(6）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(6）消費税等の会計処理 

同左 

(6）消費税等の会計処理 

同左  

(7）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

(7）その他中間連結財務諸表作成の

ための重要な事項 

(7）その他連結財務諸表作成のため

の重要な事項 

①税効果会計の処理 

中間連結会計期間に係る法人税

等及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分によ

る圧縮積立金の取崩しを前提とし

て当中間連結会計期間に係る金額

を計算しております。 

①税効果会計の処理 

中間連結会計期間に係る法人税

等及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している圧縮積立金の

取崩しを前提として当中間連結会

計期間に係る金額を計算しており

ます。 

 ────── 

②連結納税制度の適用 

当社及び一部の連結子会社は、

当中間連結会計期間から連結納税

制度を適用しております。 

②連結納税制度の適用 

当社及び一部の連結子会社は、

連結納税制度を適用しておりま

す。 

②連結納税制度の適用 

当社及び一部の連結子会社は、

当連結会計年度から連結納税制度

を適用しております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産

の減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年８

月９日））及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31

日）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利益

が150百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

き各資産の金額から直接控除しており

ます。 

  ────── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これにより税金等調整前当期純利益

は169百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の連結財務諸表規則に基づき各

資産の金額から直接控除しておりま

す。 

────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

 当中間連結会計期間より、「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」（企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日）を適用してお

ります。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は19,778百万円であります。 

 なお、当中間連結会計期間における

中間連結貸借対照表の純資産の部につ

いては、中間連結財務諸表規則の改正

に伴い、改正後の中間連結財務諸表規

則により作成しております。 

────── 



表示方法の変更  

前中間連結会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

（中間連結貸借対照表） 

 「１年内返済予定長期借入金」は、前中間連結会計期

間末は「短期借入金」に含めて表示しておりましたが、

金額的に重要性が増しているため当中間連結会計期間末

より区分掲記することにしました。 

 なお、前中間連結会計期間末の「１年内返済予定長期

借入金」の金額は56億81百万円であります。 

（中間連結貸借対照表） 

 当中間連結会計期間より、連結調整勘定及び営業権を

「のれん」と表示しております。 

 なお、前中間連結会計期間において、営業権12百万円

は、無形固定資産の「その他」に含まれております。 

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において、「連結調整勘定償却

額」として掲記されていたものは、当中間連結会計期間

から「のれん償却額」と表示しております。 

 また、「営業権償却額」として掲記されていたもの

は、当中間連結会計期間から「のれん償却額」と表示し

ております。 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

14,186百万円 16,516百万円 15,281百万円

※２．このうち投資有価証券15百万

円を宅地建物取引業法に基づ

き法務局に供託しておりま

す。 

※２．このうち投資有価証券15百万

円及び投資その他の資産その

他（長期預け金）15百万円を

宅地建物取引業法に基づき法

務局に供託しております。 

※２．このうち投資有価証券15百万

円を宅地建物取引業法に基づ

き法務局に供託しておりま

す。 

※３．担保資産と対応債務 ※３．担保資産と対応債務 ※３．担保資産と対応債務 

（担保資産） （担保資産） （担保資産） 

建物及び構
築物 

539百万円 

土地 6,808 

賃貸不動産 1,569 

計 8,917 

建物及び構
築物 

618百万円 

土地 6,533 

賃貸不動産 792 

計 7,943 

建物及び構
築物 

696百万円 

土地 6,476 

賃貸不動産 663 

計 7,836 

   

（対応債務） （対応債務） （対応債務） 

短期借入金 1,080百万円 

１年内返済
予定長期借
入金 

1,815
 

長期借入金 2,386 

支払手形及
び買掛金 

83
 

その他（未
払金） 38

 

その他（長
期未払金） 

308
 

計 5,712 

短期借入金 1,000百万円 

１年内返済
予定長期借
入金 

2,520
 

長期借入金 1,794 

支払手形及
び買掛金 

57
 

その他（未
払金） 38

 

その他（長
期未払金） 

269
 

計 5,681 

短期借入金 850百万円 

１年内返済
予定長期借
入金 

2,287 

長期借入金 2,244 

その他（未
払金） 

38
 

その他（長
期未払金） 

288
 

計 5,709 

（注）上記の担保に供している

資産のほか、土地173百

万円については、購入先

である協同組合八戸総合

卸センターが外部からの

借入金を返済するまでの

間、既存の抵当権の設定

を解除することができま

せん。 

（注）上記の担保に供している

資産のほか、土地173百

万円については、購入先

である協同組合八戸総合

卸センターが外部からの

借入金を返済するまでの

間、既存の抵当権の設定

を解除することができま

せん。 

(注) 上記の担保に供している

資産のほか、土地173百

万円については、購入先

である協同組合八戸総合

卸センターが外部からの

借入金を返済するまでの

間、既存の抵当権の設定

を解除することができま

せん。 

 



前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

 ４．保証債務  ４．保証債務  ４．保証債務 

仕入債
務保証 

ダイソー住
宅資材㈱ 

14百万円 仕入債
務保証 

ダイソー住
宅資材㈱ 

9百万円 仕入債
務保証 

ダイソー住
宅資材㈱ 

9百万円

借入保
証 

㈱エムジー
建工 

5 

〃 ㈱ハウス・
デポ沼津 

50 

〃 ㈱クラウン
通商 

82 

〃 ダイソー住
宅資材㈱ 

27 

〃 ㈱ハウス・
デポ仙台 

139 

〃 ㈱カワシン 515 

〃 
㈱タチカワ
コーポレー
ション 

55 

〃 新いずみ建
装㈱ 

80 

〃 ㈱ハウス・
デポ西東京 

155 

〃 ブルース・
ジャパン㈱ 

431 

〃 ㈱ブル・エ
ンジ 

15 

〃 日東建材㈱ 20 

〃 ㈱ケイセイ
建材 

209 

 〃 ケービーワ
イ建材㈱ 

0 

〃  ㈱ハウスデ
ポ向陽  

74 

〃  
木更津木材
港団地協同
組合  

209 

〃 従業員 61
 

小計   2,135  

合計   2,149  

借入保
証 

㈱エムジー
建工 

5 

〃 ㈱ハウス・
デポ沼津 

40 

〃 ㈱クラウン
通商 

91 

〃 ダイソー住
宅資材㈱ 

42 

〃 ㈱ハウス・
デポ仙台 

147 

〃 ㈱カワシン 497 

〃 ㈱ハウス・
デポ西東京 

135 

〃 ブルース・
ジャパン㈱ 

400 

〃 ㈱ブル・エ
ンジ 

9 

〃 
上海銀得隆
建材有限公
司 

6

(CNY4

 

50千） 

〃 
大連銀得隆
建材有限公
司 

60 

〃 
香港銀得隆
建材有限公
司 

30

(HKD2

  

,000千)

〃 ㈱ケイセイ
建材 

175 

〃 ケービーワ
イ建材㈱ 

1 

〃 ㈱ハウスデ
ポ向陽  

58 

〃 ㈱不二屋建
材店 

100 

〃 ㈱丸藤近藤
商店 

73
 

〃 ㈱ハウスデ
ポ・セキ 63

 

〃 ㈱ハウス・
デポ坂戸 8

 

〃 ㈱ハウス・
デポ国代  3

 

〃 
木更津木材
港団地協同
組合  

187

 

〃 従業員 59
 

小計   2,199  

合計   2,208  

借入保
証 

㈱エムジー
建工 

5 

〃 ㈱ハウス・
デポ沼津 

45 

〃 ㈱クラウン
通商 

72 

〃 ダイソー住
宅資材㈱ 

30 

〃 ㈱カワシン 506 

〃 ㈱ハウス・
デポ仙台 

158 

〃 
㈱タチカワ
コーポレー
ション 

53 

〃 新いずみ建
装㈱ 

40 

〃 ㈱ハウス・
デポ西東京 

148 

〃 ブルース・
ジャパン㈱ 

400 

〃 ㈱ブル・エ
ンジ 

12 

〃 ケービーワ
イ建材㈱ 

1 

〃 日東建材㈱ 5 

〃 ㈱ケイセイ
建材 

204 

 〃  ㈱ハウスデ
ポ向陽  

66 

〃 ㈱不二屋建
材店 

95 

〃  
木更津木材
港団地協同
組合  

197 

〃 従業員 65
 

小計   2,110  

合計   2,119  

 



前中間連結会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成18年３月31日） 

────── ────── ５．受取手形割引高は、42百万円

であります。 

────── ※６．中間連結会計期間末日満期手

形 

中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

ります。なお、当中間連結会計

期間の末日は金融機関の休日で

あったため、次の中間連結会計

期間末日満期手形が中間連結会

計期間末残高に含まれておりま

す。 

受取手形 4,538 百万円

支払手形  2,443  

────── 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※１．販売費及び一般管理費の内訳

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の内訳

は次のとおりであります。 

※１．販売費及び一般管理費の内訳

は次のとおりであります。 

１．運賃 1,227百万円 

２．従業員給料
及び賞与 

2,848 

３．賞与引当金
繰入額 

582 

４．退職給付費
用 

262 

５．役員退職慰
労引当金繰
入額 

19 

６．減価償却費 281 

７．貸倒引当金
繰入額 

86 

８．その他 3,221 

合計 8,530 

１．運賃 1,401百万円 

２．従業員給料
及び賞与 

3,287 

３．賞与引当金
繰入額 

648 

４．退職給付費
用 

125 

５．役員退職慰
労引当金繰
入額 

19 

６．減価償却費 273 

７．貸倒引当金
繰入額 

169 

８．役員賞与引
当金繰入額

24 

９．その他 3,598 

合計 9,547 

１．運賃 2,336百万円 

２．販売促進費 399 

３．従業員給料
及び賞与 

6,249 

４．賞与引当金
繰入額 

556 

５．減価償却費 571 

６．貸倒引当金
繰入額 

29 

７．退職給付費
用 

474 

８．役員退職慰
労引当金繰
入額 

42 

９．賃借料 508 

10．その他 5,392 

合計 16,561 

※２．固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

※２．固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

※２．固定資産売却益の内容は次の

とおりであります。 

機械装置及び
運搬具 

2百万円 

土地 0 

合計 2 

機械装置及び
運搬具 

3百万円 

その他（器具
及び備品） 

0 

賃貸不動産 110 

合計 114 

機械装置及び
運搬具 

6百万円 

土地 0  

賃貸不動産 27  

合計 34  

※３．固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

機械装置及び
運搬具 

1百万円 

※３．固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築
物 

0百万円 

機械装置及び
運搬具 

2
 

土地 18 

賃貸不動産 0 

合計 20 

※３．固定資産売却損の内容は次の

とおりであります。 

機械装置及び
運搬具 

1百万円 

賃貸不動産 1 

合計 3 

※４．固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

※４．固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

※４．固定資産除却損の内容は次の

とおりであります。 

建物及び構築
物 

0百万円 

機械装置及び
運搬具 

0 

その他（器具
及び備品） 

0 

賃貸不動産 0 

合計 1 

建物及び構築
物 

6百万円 

機械装置及び
運搬具 

3 

その他（器具
及び備品） 

0 

合計 9 

建物及び構築
物 

61百万円 

機械装置及び
運搬具 

2  

その他（器具
及び備品） 

0 

賃貸不動産 0 

合計 64 

 



次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※５．減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。 

当社グループは、資産を事業

用資産、共用資産、賃貸用資産

及び遊休資産に分類し、事業用

資産につきましては独立した最

小の会計単位である営業所をグ

ルーピングの単位とし、賃貸用

資産及び遊休資産につきまして

は各物件をグルーピングの単位

としております。なお、連結子

会社１社につきましては、支店

（営業所）を基礎とし、キャッ

シュ・フローの相互補完性に基

づいた一定の地域等をグルーピ

ングの単位としております。 

 当中間連結会計期間において

営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスである資産グルー

プ及び時価が著しく下落してい

る資産グループにつきまして、

帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失 

150百万円として特別損失に計

上しております。 

 その内訳は、建物14百万円、

土地78百万円、賃貸不動産55百

万円及びその他１百万円であり

ます。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資

産の回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、路線価

による相続税評価額及び固定資

産税評価額に基づき算定してお

ります。 

場所 用途 種類 

千葉県八

街市 

賃貸用資

産 

建物及び

土地等 

福島県郡

山市他 
遊休資産 土地等 

※５．減損損失 

当中間連結会計期間におい

て、当社グループは以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。 

 当社グループは、資産を事業

用資産、共用資産、賃貸用資産

及び遊休資産に分類し、事業用

資産につきましては独立した最

小の会計単位である営業所をグ

ルーピングの単位とし、賃貸用

資産及び遊休資産につきまして

は各物件をグルーピングの単位

としております。なお、連結子

会社１社につきましては、支店

（営業所）を基礎とし、キャッ

シュ・フローの相互補完性に基

づいた一定の地域等をグルーピ

ングの単位としております。 

 当中間連結会計期間において

営業活動から生ずる損益が継続

してマイナスである資産グルー

プ及び時価が著しく下落してい

る資産グループにつきまして、

帳簿価額を回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失 

138百万円として特別損失に計

上しております。 

 その内訳は、建物１百万円、

土地114百万円、賃貸不動産22

百万円及びその他０百万円であ

ります。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資

産の回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、路線価

による相続税評価額及び固定資

産税評価額に基づき算定してお

ります。 

場所 用途 種類 

栃木県宇

都宮市 

事業用資

産 

建物及び

土地等 

千葉県美

浜区 

事業用資

産 

建物及び

土地等 

福島県郡

山市他 
遊休資産 土地等 

※５．減損損失  

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グルー

プについて減損損失を計上しま

した。 

当社グループは、資産を事業

用資産、共用資産、賃貸用資産

及び遊休資産に分類し、事業用

資産につきましては独立した最

小の会計単位である営業所をグ

ルーピングの単位とし、賃貸用

資産及び遊休資産につきまして

は各物件をグルーピングの単位

としております。なお、連結子

会社１社につきましては、支店

（営業所）を基礎とし、キャッ

シュ・フローの相互補完性に基

づいた一定の地域等をグルーピ

ングの単位としております。 

 当連結会計年度において営業

活動から生ずる損益が継続して

マイナスである資産グループ及

び時価が著しく下落している資

産グループにつきまして、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失169

百万円として特別損失に計上し

ております。 

 その内訳は、建物14百万円、

土地82百万円、賃貸不動産71百

万円及びその他１百万円であり

ます。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資

産の回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、路線価

による相続税評価額及び固定資

産税評価額に基づき算定してお

ります。 

場所 用途 種類 

千葉県八

街市 

賃貸用資

産 

建物及び

土地等 

福島県郡

山市他 
遊休資産 土地等 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加668株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

 
前連結会計年度末株
式数（株） 

当中間連結会計期間
増加株式数（株） 

当中間連結会計期間
減少株式数（株） 

当中間連結会計期間
末株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 27,692,112 － － 27,692,112 

合計 27,692,112 － － 27,692,112 

自己株式     

普通株式（注） 20,339 668 － 21,007 

合計 20,339 668 － 21,007 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 

１株当たり 

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 138 5.00  平成18年３月31日  平成18年６月29日

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 

（百万円） 
配当の原資 

１株当たり

配当額 

（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年11月13日 

取締役会 
普通株式 138 利益剰余金 5.00  平成18年９月30日  平成18年12月８日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) 

※ 現金及び現金同等物の中間期末

残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

※ 現金及び現金同等物の期末残高

と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘
定 

11,524百万円 

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△165 

現金及び現金同
等物 

11,359 

現金及び預金勘
定 

15,803百万円 

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△168 

現金及び現金同
等物 

15,635 

現金及び預金勘
定 

11,918百万円 

預入期間が３ヶ
月を超える定期
預金 

△168 

現金及び現金同
等物 

11,749 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 

取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

中間期

末残高

相当額 

(百万円) 

有形固定資

産機械装置

及び運搬具 

82 58 24 

有形固定資

産その他 
127 50 77 

無形固定資

産その他 
222 119 102 

合計 431 227 204 

 

取得価

額相当

額 

(百万円)

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円)

中間期

末残高

相当額 

(百万円)

有形固定資

産機械装置

及び運搬具 

129 61 67 

有形固定資

産その他 
173 78 95 

無形固定資

産その他 
217 141 75 

合計 519 281 237 

 

取得価

額相当

額 

(百万円) 

減価償

却累計

額相当

額 

(百万円) 

期末残

高相当

額 

(百万円)

有形固定資

産機械装置

及び運搬具

100 39 60 

有形固定資

産その他 
131 47 84 

無形固定資

産その他 
217 133 84 

合計 449 220 229 

（注）取得価額相当額は未経過リー

ス料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占め

る割合が低いため支払利子込

み法により算定しておりま

す。 

（注）    同左 （注）取得価額相当額は未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が

低いため支払利子込み法によ

り算定しております。 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 76百万円 

１年超 127 

合計 204 

１年内 99百万円 

１年超 138 

合計 237 

１年内 88百万円 

１年超 140 

合計 229 

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が、有形固定資産

の中間期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

（注）    同左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高等が、有形固定資産の期末

残高に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

３．支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 80百万円 

減価償却費相当額 80 

支払リース料 51百万円 

減価償却費相当額 51 

支払リース料 125百万円 

減価償却費相当額 125 

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし残存

価額を零とする定額法によって

おります。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について）  

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成17年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式の減損処理は行っておりません。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合に

は全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要

と認められた額について減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）国債・地方債等 124 124 △0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 124 124 △0 

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式 1,704 2,990 1,286 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3）その他 3 6 2 

合計 1,708 2,997 1,288 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

社債 2 

  

(2）その他有価証券  

非上場株式 311 

投資信託 10 

  



当中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のある株式の減損処理は行っておりません。 

なお、減損処理にあたっては、中間連結会計期間末における時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合に

は全て減損処理を行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要

と認められた額について減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円）

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 14 14 △0 

合計 14 14 △0 

 取得原価（百万円）
中間連結貸借対照表計上
額（百万円） 

差額（百万円）

(1）株式 2,175 3,226 1,051 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 720 609 △111 

(3）その他 － － － 

合計 2,895 3,835 940 

 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

国債・地方債等 109 

社債 2 

(2）その他有価証券  

非上場株式 291 



前連結会計年度末（平成18年３月31日） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

（注）当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式の減損処理はありません。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30％～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額に

ついて減損処理を行っております。 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円）

(1）国債・地方債等 124 124 △0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 124 124 △0 

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円） 
差額（百万円）

(1）株式 1,922 3,658 1,735 

(2）債券    

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 165 168 2 

(3）その他 866 852 △13 

合計 2,954 4,678 1,724 

 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）満期保有目的の債券  

社債 2 

  

(2）その他有価証券  

非上場株式 292 

投資信託 10 

  



（デリバティブ取引関係） 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

当社グループのデリバティブ取引には全てヘッジ会計が適用されているため、該当事項がありません。 

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当社グループのデリバティブ取引には原則としてヘッジ会計が適用されています。ただし、一部の連結子会

社が行っている債券関連のデリバティブ取引はヘッジ会計を適用していませんが、債券に付随するオプション

契約が債券に係る契約と区分されていないため、取引の時価等が算定できず、時価等の記載は行っておりませ

ん。 

前事業年度（自平成17年４月１日 至平成18年３月31日） 

当社グループのデリバティブ取引においてヘッジ会計が適用されているものを除き、該当事項がありませ

ん。 

（ストック・オプション等関係） 

該当事項はありません。 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

（注）１．事業区分の方法 

当連結グループの事業区分は、建築資材を商社及びメーカー等から仕入販売している卸売販売事業と合板

を製造販売、木材を加工販売している事業及びその他の事業に区分しております。 

前中間連結会計期間及び前連結会計年度における「合板製造販売事業」は、木材加工販売事業への進出に

伴い、実態を適正に反映させるため、当中間連結会計期間より「合板製造・木材加工事業」に事業名称を

変更いたしました。 

 
総合建材卸
売事業 
（百万円） 

合板製造・
木材加工事
業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

前中間連結会計

期間 

（自 平成17年 

４月１日 

至 平成17年 

９月30日） 

 

 

    

売上高   
 

   

(1）外部顧客に対する売上高 128,519 3,485 464 132,469 － 132,469 

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

556 860 292 1,708 (1,708) － 

計 129,075 4,345 757 134,178 (1,708) 132,469 

営業費用 127,354 4,408 740 132,503 (1,723) 130,779 

営業利益又は営業損失（△） 1,721 △62 16 1,674 15 1,690 

当中間連結会計

期間 

（自 平成18年 

４月１日 

至 平成18年 

９月30日） 

 

 

    

売上高   
 

   

(1）外部顧客に対する売上高 137,005 3,659 538 141,203 － 141,203 

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

671 1,679 304 2,655 (2,655) － 

計 137,676 5,339 843 143,859 (2,655) 141,203 

営業費用 135,541 5,509 936 141,988 (2,702) 139,286 

営業利益又は営業損失（△） 2,134 △170 △93 1,870 46 1,916 

前連結会計年度 

（自 平成17年 

４月１日 

至 平成18年 

３月31日） 

 

 

    

売上高   
 

   

(1）外部顧客に対する売上高 257,395 7,032 972 265,400 － 265,400 

(2）セグメント間の内部売上高又
は振替高 

1,140 1,718 578 3,437 (3,437) － 

計 258,536 8,751 1,550 268,838 (3,437) 265,400 

営業費用 254,667 8,934 1,511 265,112 (3,508) 261,604 

営業利益又は営業損失（△） 3,868 △182 39 3,725 70 3,796 



２．各事業区分の主要商品及び製品 

３．会計方針の変更（当中間連結会計期間） 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４．(3）③に記載のとおり、当中間連結会計期

間より「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成17年11月29日）を適用しております。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「消去又は全社」の営業費用は24百万円増加し、営業利

益が同額減少しております。 

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、本邦以外の国又は地域に所在する

連結子会社はないため該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高がないため該当事項は

ありません。 

事業区分 売上区分 主要商品及び製品

総合建材卸売事業 

合板 ラワン合板、針葉樹合板、雑木合板等 

合板二次製品 木質内装材、化粧合板、床材、天井材、外装材等木質系建材 

建材 
石膏ボード、パーチクルボード、ハードボード、サイディング、断熱

材、床材、壁面材、天井材等非木質系建材 

住宅機器 
玄関ドア、下駄箱、階段、収納セット、家具、キッチン、洗面化粧台、

浴槽、トイレ用品、窓周り商品、照明器具、家電製品等 

その他 建築工事請負、土地付住宅の建売分譲 

合板製造・木材加工

事業 
合板等 

ラワン合板、針葉樹合板、構造用ＬＶＬ（単板積層材）、大断面構造用

集成材、２×４パネル 

その他の事業 その他 
フランチャイズ事業、不動産賃貸業、総合建材小売事業、倉庫及び運送

業、建設工事業、旅行業 



（１株当たり情報） 

 （注）１．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 ２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 696円41銭 

１株当たり中間純利益

金額 
21円33銭 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
19円32銭 

１株当たり純資産額 714円80銭

１株当たり中間純利益

金額 
12円64銭

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
11円29銭

１株当たり純資産額 721円80銭

１株当たり当期純利益

金額 
42円19銭

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
38円22銭

  （追加情報） 

 「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第４号）が平成18年１月31日付

で改正されたことに伴い、当中間連結

会計期間から繰延ヘッジ損益（税効果

調整後）の金額を普通株式に係る中間

期末の純資産額に含めております。 

 なお、前連結会計年度末において採

用していた方法により算定した当中間

連結会計期間末の１株当たり純資産額

は714円76銭であります。 

  

 
前中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成18年９月30日） 

前連結会計年度
（平成18年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 20,560 － 

純資産の部の合計金額から控除する金

額（百万円） 
－ 781 － 

（うち少数株主持分） (－) (781) (－) 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
－ 19,779 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

－ 27,671,105 － 

 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 590 349 1,212 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 45 

（うち利益処分による役員賞与金）  (－) (－) (45) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
590 349 1,167 

期中平均株式数（株） 27,673,012 27,671,521 27,672,595 

 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（株） 2,873,563 3,311,258 2,873,563 

（うち新株予約権） (2,873,563) (3,311,258) (2,873,563) 

希簿化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 １．会社分割による純粋持株会社へ

の移行 

当社は、平成18年６月29日開催

の定時株主総会において会社分割

契約の承認を受け、平成18年10月

１日をもって純粋持株会社とな

り、当社が営む営業の全てを分割

準備会社であるＪＫＣ株式会社に

承継いたしました。 

 また、同日、当社は商号を「Ｊ

Ｋホールディングス株式会社」

に、分割準備会社であるＪＫＣ株

式会社は「ジャパン建材株式会

社」に変更しております。 

  なお、固定資産につきまして

は、ＪＫホールディングス株式会

社が保有いたします。 

２．固定資産の譲渡 

(1）平成18年８月24日開催の取締

役会決議により、平成18年11月

29日付で固定資産の譲渡をして

おります。内容につきましては

以下のとおりであります。 

①譲渡の理由 

売却物件は、現在当社の財務

経理部関東事務センター及び内

部監査部事務所として利用して

おりますが、建設中の新本社ビ

ル完成（平成19年９月予定）後

は新本社ビル内に移転、集約化

が可能となり、継続保有の意義

が認められなくなりますので、

売却することといたしました。 

②譲渡資産の内容 

③帳簿価額 

 462百万円 

（平成18年９月30日現在） 

④譲渡価額 

1,172百万円 

⑤譲渡先  

株式会社プロパスト 

⑥譲渡日程 

契約締結 

平成18年８月24日 

物件引渡し 

平成18年11月29日 

 なお、本件により発生する売

却益約700百万円（諸経費控除

後）につきましては平成19年３

月期に特別利益として計上する

予定であります。 

所在地 
東京都江東区冬木

６番８、10、13 

土 地 1,166.80㎡ 

１．当社は、確定拠出年金法の施行に

伴い、平成18年４月１日付で退職金

規程の改訂を行い、適格退職年金制

度について確定給付企業年金制度及

び確定拠出年金制度へ移行し、「退

職給付制度間の移行等に関する会計

処理」（企業会計基準適用指針第１

号）を適用しております。 

 本移行に伴う翌事業年度の損益に

与える影響額は、155百万円（特別

利益）の見込みであります。 

２．会社分割による純粋持株会社へ

の移行 

当社グループは、総合建材卸売事

業、合板製造販売事業、その他の事

業という３つのセグメントの事業を

展開しておりますが、各事業の管理

や評価をより客観的に行うことによ

り、事業展開の判断の迅速化を図る

とともに、経営の透明性を一段と高

め、グループ全体の事業拡大と発展

を期すことを目的として、当社が営

む営業の全てを、当社の完全子会社

であるＪＫＣ株式会社（分割準備会

社）に移転し、当社は純粋持株会社

に移行することを平成18年４月21日

開催の取締役会で決議し、分割契約

書の締結を行い、平成18年６月29日

開催の第60期定時株主総会において

承認可決されました。 

 新体制下におきましては、純粋持

株会社となる当社がグループの経営

管理機能を一段と強化し、セグメン

ト毎の事業推進力を向上させるとと

もに、それぞれのセグメントが連携

して高い総合力を発揮できる企業グ

ループを形成し、株主価値の更なる

向上を目指したグループ経営を推進

してまいります。 

 なお、会社分割に関する事項の概

要は以下のとおりであります。 

(1）分割の日程  

平成18年

４月21日
 

分割契約書承認取締役

会及び分割契約書の締

結 

平成18年

６月29日
 
分割契約書承認株主総

会 

平成18年

10月１日
 分割期日 

平成18年

10月２日
 分割登記 

 



前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

 (2）平成18年10月23日開催の取締

役会において、下記のとおり固

定資産の譲渡を決議いたしまし

た。 

①譲渡の理由 

売却物件は、現在当社の本社

ビルとして利用しております

が、建設中の新本社ビル完成

（平成19年９月予定）後の移転

に伴い、継続保有の意義が認め

られなくなりますので、売却す

ることといたしました。 

②譲渡資産の内容 

③帳簿価額 

 677百万円 

（平成18年９月30日現在） 

④譲渡価額 

1,400百万円（予定） 

⑤譲渡先  

株式会社プロパスト 

⑥譲渡日程 

契約締結 

平成18年11月20日 

物件引渡し 

平成19年10月（予定） 

 なお、本件により発生する売

却益約700百万円（諸経費控除

後）につきましては平成20年３

月期に特別利益として計上する

予定であります。 

所在地 
東京都江東区平野

三丁目２番６号 

土 地  808.76㎡ 

建 物 3,334,55㎡ 

(2）分割方式 

当社を分割会社とし、当社の

完全子会社であるＪＫＣ株式会

社を承継会社とする分社型（物

的）吸収分割です。  

(3）株式の割当  

承継会社であるＪＫＣ株式会

社は当社の完全子会社であり、

かつ、本件分割は分社型(物的)

吸収分割であることから、分割

前後で当社の同社に対する持分

比率は変化しませんので、本件

分割に際し、当社に対する新株

の割当は行いません。  

(4）分割により減少する資本等の

額、株式の消却、分割交付金  

該当事項はありません。 

(5）承継会社が承継する権利義務

の内容 

承継会社は、当社の営業にか

かわる資産・負債及び各種契約

などの権利義務を承継いたしま

す。ただし、分割契約書におい

て別段の定めのあるものは除き

ます。 

 なお、債務の承継について

は、併存的債務引受の方法によ

るものといたします。 

（参考） 

譲渡資産、負債の項目及び金額 

（平成18年３月31日現在） 

なお、分割する資産、負債に

ついては、上記金額に分割期日

までの増減を加除した上で確定

いたします。 

資産合計 83,165百万円  

負債合計 79,209  

 



前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

  ３．三井物産林業株式会社との株式

交換 

ＪＫホールディングス株式会社

と三井物産林業株式会社は、平成

18年12月８日開催の各社取締役会

におきまして、株式交換により三

井物産林業株式会社をＪＫホール

ディングス株式会社の完全子会社

とすることをそれぞれ決議し、株

式交換契約を締結いたしました。

株式交換の概要は以下のとおりで

あります。 

(1）株式交換による完全子会社化

の目的 

当社は、住宅建設資材の卸売

事業を営むジャパン建材株式会

社を中核とし、合板製造・木材

加工事業、建材小売店の経営指

導や物流関係の事業を展開する

企業を傘下に有する純粋持株会

社であります。 

 平成12年に住宅品質確保促進

法（品確法）が施行され、住宅

建設資材としての木材は、品質

が安定した工業化製品（エンジ

ニアリングウッド）が中心とな

りつつあります。 

 このような流れの中で、合板

売上高で国内トップシェアを有

するジャパン建材株式会社の販

売力を活用して、エンジニアリ

ングウッドの取扱いを強化する

戦略を採ってまいりました。 

 三井物産林業株式会社は、三

井物産株式会社の全額出資会社

として、①立木、丸太・製材・

木材加工品、各種建材類の販

売、②エクステリア商品の販売

及び施工、③造園工事、土木工

事、建築工事の設計・施工・管

理、④樹木、造園資材、林業用

資機材の販売等の事業を全国規

模で展開し、子会社にて、①プ

レカット事業、②米国・カナダ

からの製材製品や丸太の輸入販

売事業を行っております。 

 今般の子会社化により、同社

の木材及び木材製品並びに環

境・緑化事業と当社傘下グルー

プ企業の木材関連事業の連携を

図り、相乗効果を発揮すること

でより強固な事業基盤を構築

し、連結業績の向上に努めてま

いります。 

(6）承継会社の概要 

（※）平成18年10月１日付で「ジ

ャパン建材株式会社」に商

号変更予定であります。な

お、当社（現在のジャパン

建材株式会社）は、同日付

で「ＪＫホールディングス

株式会社」に商号変更予定

であります。 

商号  ＪＫＣ株式会社（※） 

本社所

在地 
 
東京都江東区平野三丁目

２番６号 

代表者  
代表取締役社長 

          野島 新人 

資本金  50百万円 

主要事業内容 

建築資材の製造及び販売、住

宅設備機器の販売、土木建築

工事、室内装飾工事、建築仕

上工事、建築物の設計及び監

理、土木用資材の販売、不動

産の販売、交換、賃貸借及び

管理、宅地建物取引業等 

 



前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

  (2）株式交換の条件等 

①株式交換の日程 

平成18年12月８日 

両社株式交換契約書承認取

締役会 

平成18年12月８日 

株式交換契約書締結 

平成18年12月25日（予定） 

株式交換契約書承認株主総

会（三井物産林業株式会

社） 

平成19年３月１日（予定） 

株式交換期日（効力発生

日） 

平成19年３月１日（予定） 

株券交付日 

（注）会社法第796条第３項（簡

易株式交換）の規定に基づ

き、ＪＫホールディングス

株式会社においては、株式

交換契約書の承認に関する

株主総会の決議を得ずに行

う予定です。 

 

  ②株式交換比率 

 三井物産林業株式会社の普通

株式１株に対して、ＪＫホール

ディングス株式会社の普通株式

2.4株を割当て交付します。 

③株式交換比率の算定根拠 

 上記比率の算定にあたって、

ＪＫホールディングス株式会社

及び三井物産林業株式会社は㈱

企業情報パートナーズを第三者

機関として選定し、株式交換比

率の算定を依頼しました。 

 その算定結果をもとに両社協

議のうえ、上記のとおり株式交

換比率について合意いたしまし

た。 

④第三者機関による算定結果、

算定方法及び算定根拠 

 ㈱企業情報パートナーズは、

ＤＣＦ（ディスカウンテッド・

キャッシュフロー）法に基づい

てそれぞれ株式交換比率の算定

を行い、それらの結果を総合的

に勘案して比率算定を行ってお

ります。 

⑤株式交換によりＪＫホールデ

ィングス株式会社が発行する

新株式数 

普通株式 600,000株（予定

株式数） 

 

 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

  (3）株式交換の効力発生の条件 

①三井物産林業株式会社は、本

株式交換の効力発生日までに

新株式を発行し、同株式の払

込金額合計868,788,389円の

払込を完了させた上で、株式

併合により全株式を250,000

株に併合することを条件とい

たします。 

②三井物産林業株式会社は、本

件株式交換の効力発生日まで

に商号を「ブツリン株式会

社」に変更することを条件と

いたします。 

(4）会計処理の概要 

①企業結合の会計上の分類 

取得に該当いたします。 

②損益への影響 

のれんの金額については現時

点では未定ですが、少額になる

見込です。また、のれんの償却

年数については５年の予定で

す。 

(5）三井物産林業株式会社の概要 

①代表者 

代表取締役社長 渡辺 明長 

②資本金 

        100百万円 

③発行済株式総数 

        500千株 

④所在地 

東京都江東区東陽四丁目11番

38号 

⑤事業の内容 

木材・建材の販売及び環境・

緑化（景観）事業 

⑥営業収益および当期純利益 

（平成18年３月期） 

営業収益   26,890百万円 

当期純利益 △1,702百万円 

⑦資産、負債、資本の状況  

（平成18年３月31日現在） 

資産合計   9,348百万円 

負債合計   10,189百万円 

資本合計   △841百万円 

 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   8,852   12,838   9,201   

２．受取手形 ※５ 39,753   45,744   38,189   

３．売掛金  33,599   37,648   31,460   

４．たな卸資産  5,209   6,657   5,602   

５．その他   2,141   2,867   2,014   

貸倒引当金  △635   △495   △464   

流動資産合計   88,921 67.4  105,261 70.3  86,005 66.1 

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産           

(1）土地 ※２ 20,942   22,272   21,919   

(2）その他 ※1,2 5,025   6,170   5,172   

計  25,968  19.7 28,442  19.0 27,091  20.8 

２．無形固定資産  751  0.5 527  0.3 605  0.5 

３．投資その他の資産           

(1）投資有価証券 ※３ 7,628   8,075   8,493   

(2）賃貸不動産 ※２ 5,096   4,468   4,555   

(3）その他  4,782   4,632   4,636   

貸倒引当金  △1,123   △1,634   △1,317   

計  16,384  12.4 15,541  10.4 16,367  12.6 

固定資産合計   43,103 32.6  44,511 29.7  44,064 33.9 

資産合計   132,024 100.0  149,773 100.0  130,069 100.0 

           

 



  
前中間会計期間末 

（平成17年９月30日） 
当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形 ※５ 19,072   19,786   17,778   

２．買掛金   61,566   74,502   59,328   

３．短期借入金   1,200   2,800   1,200   

４．１年内返済予定長
期借入金 

※２ 4,848   5,063   4,756   

５．１年内償還予定社
債 

  1,360   860   1,860   

６．未払法人税等  1,018   873   1,109   

７．未払消費税等  122   99   129   

８．賞与引当金  578   620   508   

９．役員賞与引当金  －   22   －   

10．その他  1,806   2,677   1,917   

流動負債合計   91,574 69.4  107,306 71.6  88,587 68.1 

Ⅱ 固定負債           

１．社債   1,280   420   600   

２．新株予約権付社債   2,500   2,500   2,500   

３．長期借入金 ※２ 9,497   11,840   10,073   

４．退職給付引当金  3,170   1,387   3,225   

５．役員退職慰労引当
金  284   379   333   

６．その他  3,088   3,813   3,031   

固定負債合計   19,820 15.0  20,340 13.6  19,763 15.2 

負債合計   111,394 84.4  127,646 85.2  108,350 83.3 

           

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   2,600 2.0  － －  2,600 2.0 

Ⅱ 資本剰余金           

１．資本準備金  4,895   －   4,895   

２．その他資本剰余金  4   －   4   

資本剰余金合計   4,900 3.7  － －  4,900 3.8 

Ⅲ 利益剰余金           

１．利益準備金  489   －   489   

２．任意積立金  11,314   －   11,314   

３．中間(当期)未処分
利益  770   －   1,663   

利益剰余金合計   12,574 9.5  － －  13,467 10.3 

Ⅳ 土地再評価差額金   △217 △0.2  － －  △276 △0.2 

Ⅴ その他有価証券評価
差額金   786 0.6  － －  1,041 0.8 

Ⅵ 自己株式   △13 △0.0  － －  △13 △0.0 

資本合計   20,630 15.6  － －  21,718 16.7 

負債・資本合計   132,024 100.0  － －  130,069 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                 

Ⅰ 株主資本            

１．資本金    － －  2,600 1.7  － －

２．資本剰余金            

(1) 資本準備金  －   4,895   －   

(2) その他資本剰余金  －   4   －   

資本剰余金合計   － －  4,900 3.3  － －

３．利益剰余金            

(1) 利益準備金  －   489   －   

(2) その他利益剰余金           

固定資産圧縮積立

金 
 －   598   －   

別途積立金  －   11,900   －   

繰越利益剰余金  －   1,268   －   

利益剰余金合計    － －  14,256 9.5  － －

４．自己株式    － －  △14 △0.0  － －

株主資本合計    － －  21,742 14.5  － －

Ⅱ 評価・換算差額等           

１．その他有価証券評価

差額金 
  － －  687 0.5  － －

２．繰延ヘッジ損益   － －  2 0.0  － －

３．土地再評価差額金   － －  △306 △0.2  － －

評価・換算差額等合計   － －  383 0.3  － －

純資産合計   － －  22,126 14.8  － －

負債純資産合計   － －  149,773 100.0  － －

                  



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度の要約損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   119,799 100.0  127,984 100.0  240,146 100.0 

Ⅱ 売上原価   110,976 92.6  118,095 92.3  222,392 92.6 

売上総利益   8,822 7.4  9,888 7.7  17,754 7.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   7,147 6.0  8,057 6.3  13,901 5.8 

営業利益   1,675 1.4  1,831 1.4  3,852 1.6 

Ⅳ 営業外収益 ※１  460 0.4  414 0.3  840 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２  447 0.4  463 0.3  882 0.4 

経常利益   1,688 1.4  1,782 1.4  3,810 1.6 

Ⅵ 特別利益 ※３  260 0.2  278 0.2  399 0.2 

Ⅶ 特別損失 ※4,6  509 0.4  223 0.2  935 0.4 

税引前中間(当期)
純利益   1,440 1.2  1,837 1.4  3,274 1.4 

法人税、住民税及
び事業税  1,006   870   2,001   

法人税等調整額  △216 789 0.7 25 895 0.7 △349 1,651 0.7 

中間（当期）純利
益   650 0.5  942 0.7  1,623 0.7 

前期繰越利益   327   －   327  

土地再評価差額金
取崩額   △207   －   △148  

中間配当額   －   －   138  

中間（当期）未処
分利益   770   －   1,663  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
その他資
本剰余金 

資本剰 
余金合計

利益準備
金 

その他利益剰余金 

利益剰余
金合計 

固定資産
圧縮積立
金 

別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
2,600 4,895 4 4,900 489 614 10,700 1,663 13,467 △13 20,953 

中間会計期間中の変動額            

固定資産圧縮積立金の

取崩（注） 
          △10   10 －   － 

固定資産圧縮積立金の

取崩 
          △5   5 －   － 

別途積立金の積立

（注） 
            1,200 △1,200 －   － 

剰余金の配当（注）               △138 △138   △138 

役員賞与（注）               △45 △45   △45 

中間純利益               942 942   942 

土地再評価差額金の取

崩 
              29 29   29 

自己株式の取得                   △0 △0 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

                      

中間会計期間中の変動額

合計（百万円） 
－ － － － － △15 1,200 △395 789 △0 788 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
2,600 4,895 4 4,900 489 598 11,900 1,268 14,256 △14 21,742 

 

評価・換算差額等 

純資産合
計 

その他有
価証券評
価差額金 

繰延ヘッ
ジ損益 

土地再評
価差額金 

評価・換
算差額等
合計 

平成18年３月31日 残高 

（百万円） 
1,041 － △276 765 21,718 

中間会計期間中の変動額      

固定資産圧縮積立金の

取崩（注） 
        － 

固定資産圧縮積立金の

取崩 
        － 

別途積立金の積立

（注） 
        － 

剰余金の配当（注）         △138 

役員賞与（注）         △45 

中間純利益         942 

土地再評価差額金の取

崩 
        29 

自己株式の取得         △0 

株主資本以外の項目の

中間会計期間中の変動

額（純額） 

△353 2 △29 △381 △381 

中間会計期間中の変動額

合計（百万円） 
△353 2 △29 △381 407 

平成18年９月30日 残高 

（百万円） 
687 2 △306 383 22,126 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 １．資産の評価基準及び評価方法 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法（定額法） 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

(1）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2）デリバティブ 

時価法 

(2）デリバティブ 

同左 

(2）デリバティブ 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

総平均法による原価法 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

(3）たな卸資産 

商品 

同左 

販売用不動産・未成工事支出

金 

個別法による原価法 

販売用不動産・未成工事支出

金 

同左 

販売用不動産・未成工事支出

金 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）については

定額法。なお、主な耐用年数は

以下のとおりであります。 

建物  ３～50年 

構築物 ２～60年 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

定額法。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法。また、そ

の他の耐用年数は５～20年であ

ります。 

(2）無形固定資産 

定額法。なお、自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間（５

年）に基づく定額法。また、そ

の他の耐用年数は３～20年であ

ります。 

(2）無形固定資産 

同左 

(3）長期前払費用 

期間対応償却。なお、償却年

数は２～42年であります。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3）長期前払費用 

同左 

(4）賃貸不動産 

定率法。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）については

定額法。なお、耐用年数は２～

50年であります。 

(4）賃貸不動産 

定率法。ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（建

物附属設備は除く）については

定額法。なお、耐用年数は５～

50年であります。 

(4）賃貸不動産 

同左 

 



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

売上債権、貸付金等の貸倒損

失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しており

ます。 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上しておりま

す。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2）賞与引当金 

従業員賞与の支給に備えるた

め、賞与支給見込額の当期負担

額を計上しております。 

────── 

  

(3）役員賞与引当金 

役員賞与の支出に備えて、当

事業年度における支給見込額の

当中間会計期間負担額を計上し

ております。 

────── 

  

  （会計方針の変更） 

当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」（企業

会計基準第４号 平成17年11月

29日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利

益及び税引前中間純利益は、そ

れぞれ22百万円減少しておりま

す。 

  

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。  

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ております。 

 また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定率

法により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しておりま

す。 

(4）退職給付引当金 

同左 

(4）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。  

 なお、過去勤務債務は、その

発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により費用処理し

ております。 

 また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定率

法により、それぞれ発生の翌事

業年度から費用処理しておりま

す。 

 



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

  （追加情報） 

当社は、確定拠出年金法の施

行に伴い、平成18年４月１日に

適格退職年金制度について確定

給付企業年金制度及び確定拠出

年金制度へ移行し、「退職給付

制度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用しております。 

  本移行に伴う影響額は、特別

利益として155百万円計上され

ております。 

  

(5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく中

間期末要支給額を計上しており

ます。 

 なお、過年度相当額300百万

円については、平成19年３月期

まで５年にわたり均等額を特別

損失として繰入計上しておりま

す。 

(5）役員退職慰労引当金 

同左 

(5）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えるため、当社内規に基づく期

末要支給額を計上しておりま

す。 

 なお、過年度相当額300百万

円については、平成19年３月期

まで５年にわたり均等額を特別

損失として繰入計上しておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。なお、金利スワップに

ついては特例処理の要件を満た

している場合は、特例処理を採

用しております。 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ、

為替予約 

ヘッジ手段…同左 ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…借入金、外貨建

予定取引 

ヘッジ対象…同左 ヘッジ対象…同左 

(3）ヘッジ方針 

為替、金利に係る相場変動リ

スクを回避する目的で、実需の

範囲内で対象取引のヘッジを行

なっております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

なお、仮受消費税等と仮払消費

税等は相殺のうえ、未払消費税

等として表示しております。 

６．その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は、税抜

方式によっております。 

(2）税効果会計の処理 

中間会計期間に係る法人税等

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している利益処分に

よる圧縮積立金の取崩しを前提

として、当中間会計期間に係る

金額を計算しております。 

(2）税効果会計の処理 

中間会計期間に係る法人税等

及び法人税等調整額は、当期に

おいて予定している圧縮積立金

の取崩しを前提として、当中間

会計期間に係る金額を計算して

おります。 

────── 

(3）連結納税制度の適用 

当中間会計期間から連結納税

制度を適用しております。 

(3）連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しており

ます。 

(3）連結納税制度の適用 

当事業年度から連結納税制度

を適用しております。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月

９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）

を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益は151

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表等規則に基づき

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

 ────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を

適用しております。 

 これにより税引前当期純利益は174

百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除しております。

 ────── （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準） 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用

指針」（企業会計基準適用指針第８号

平成17年12月９日）を適用しておりま

す。 

 これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は22,124百万円であります。 

 なお、当中間会計期間における中間

貸借対照表の純資産の部については、

中間財務諸表等規則の改正に伴い、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

 ────── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

 5,642百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

 6,510百万円 

※１．有形固定資産の減価償却累計

額 

 6,322百万円 

※２．担保資産と対応債務 

（担保資産） 

建物 301百万円 

土地 4,927 

賃貸不動産 326 

計 5,556 

※２．担保資産と対応債務 

（担保資産） 

建物 284百万円 

土地 4,857 

賃貸不動産 321 

計 5,464 

※２．担保資産と対応債務 

（担保資産） 

建物 290百万円 

土地 4,858 

賃貸不動産 324 

計 5,473 

（対応債務） 

（注） 建物、土地には、対応債

務のほか子会社の銀行借

入（139百万円）に対す

るものが含まれておりま

す。 

上記の担保に供している

資産のほか、土地173百

万円については、購入先

である協同組合八戸総合

卸センターが外部からの

借入金を返済するまでの

間、既存の抵当権の設定

を解除することができま

せん。 

長期借入金 

（１年内返

済予定額を

含む） 

2,940百万円 

（対応債務） 

（注） 建物、土地には、対応債

務のほか子会社の銀行借

入（144百万円）に対す

るものが含まれておりま

す。 

上記の担保に供している

資産のほか、土地173百

万円については、購入先

である協同組合八戸総合

卸センターが外部からの

借入金を返済するまでの

間、既存の抵当権の設定

を解除することができま

せん。 

長期借入金 

（１年内返

済予定額を

含む） 

3,450百万円 

（対応債務） 

（注)  担保資産には、対応債務

のほか子会社の銀行借入

(158百万円)に対する担

保資産が含まれておりま

す。 

上記の担保に供している

資産のほか、土地173百

万円については、購入先

である協同組合八戸総合

卸センターが外部からの

借入金を返済するまでの

間、既存の抵当権の設定

を解除することができま

せん。 

長期借入金 

（１年内返

済予定額を

含む） 

3,450百万円 

※３．このうち投資有価証券15百万

円を宅地建物取引業法に基づ

き法務局に供託しておりま

す。 

※３．このうち投資有価証券15百万

円を宅地建物取引業法に基づ

き法務局に供託しておりま

す。 

※３．このうち投資有価証券15百万

円を宅地建物取引業法に基づ

き法務局に供託しておりま

す。 

 



前中間会計期間末 
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

前事業年度末 
（平成18年３月31日） 

 ４．保証債務  ４．保証債務  ４．保証債務 

仕入
債務
保証 

ダイソー住
宅資材㈱ 14百万円 

仕入
債務
保証 

ダイソー住
宅資材㈱ 9百万円

仕入
債務
保証 

ダイソー住
宅資材㈱ 9百万円

借入
保証 

㈱カワシン 515 

〃 ㈱ハウス・
デポ仙台 

139 

〃 ㈱エムジー
建工 

5 

〃 ㈱ハウス・
デポ沼津 

50 

〃 ㈱クラウン
通商 

82 

〃 ダイソー住
宅資材㈱ 

27 

〃 ㈱ジェイケ
ー物流 

11 

〃 
㈱ハウスデ
ポ・ピーエ
イチアイ 

65 

〃 
㈱タチカワ
コーポレー
ション 

55 

〃 新いずみ建
装㈱ 

80 

〃 
㈱ハウス・
デポ・ジャ
パン 

723 

〃 ブルース・
ジャパン㈱ 

431 

〃 ㈱ＪＫ興産 1,090 

〃 ㈱ブル・エ
ンジ  

15 

〃 日本パネフ
ォーム㈱ 

311 

〃 ＪＫ工業㈱ 400 

〃 従業員 61 

小計   4,068 

合計   4,082  

借入
保証 

㈱カワシン 497 

〃 ㈱ハウス・
デポ仙台 

147 

〃 ㈱エムジー
建工 

5 

〃 ㈱ハウス・
デポ沼津 

40 

〃 ㈱クラウン
通商 

91 

〃 ダイソー住
宅資材㈱ 

42 

〃 ㈱ジェイケ
ー物流 

7 

〃 
㈱ハウスデ
ポ・ピーエ
イチアイ 

62 

〃 
㈱ハウス・
デポ・ジャ
パン 

844 

〃 ブルース・
ジャパン㈱ 

400 

〃 ㈱ＪＫ興産 1,189 

〃 ㈱ブル・エ
ンジ  

9 

〃 日本パネフ
ォーム㈱ 

123 

〃 ＪＫ工業㈱ 600 

〃 秋田グルー
ラム㈱ 

649 

〃 
上海銀得隆
建材有限公
司 

6

(CNY  4

 

50千)

〃 
大連銀得隆
建材有限公
司 

60 

〃 
香港銀得隆
建材有限公
司 

30

(HKD 2,

 

000千)

〃 従業員 59 

小計   4,868 

合計   4,877  

借入
保証 

㈱カワシン 506 

〃 ㈱ハウス・
デポ仙台 

158 

〃 
㈱エムジー
建工 

5 

〃 ㈱ハウス・
デポ沼津 

45 

〃 ㈱クラウン
通商 

72 

〃 ダイソー住
宅資材㈱ 

30 

〃 ㈱ジェイケ
ー物流 

9 

〃 
㈱ハウスデ
ポ・ピーエ
イチアイ 

64 

〃 
㈱タチカワ
コーポレー
ション 

53 

〃 新いずみ建
装㈱ 

40 

〃 
㈱ハウス・
デポ・ジャ
パン 

917 

〃 ブルース・
ジャパン㈱ 

400 

〃 ㈱ＪＫ興産 1,139 

〃 ㈱ブル・エ
ンジ 

12 

〃 
日本パネフ
ォーム㈱ 

143
 

〃 ＪＫ工業㈱ 377 

〃 
秋田グルー
ラム㈱ 

50
 

〃 従業員 65 

小計   4,093 

合計   4,103  

────── ※５．中間期末日満期手形 

中間期末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって

決済処理しております。なお、当

中間会計期間の末日は金融機関の

休日であったため、次の中間期末

日満期手形が中間期末残高に含ま

れております。 

受取手形 4,103 百万円

支払手形  2,141  

────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 16百万円 

仕入割引 127 

不動産賃貸料 163 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 21百万円 

仕入割引 118 

不動産賃貸料 162 

※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 37百万円 

仕入割引 255 

不動産賃貸料 329 

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 134百万円 

売上割引 245 

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 148百万円 

売上割引 265 

※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 274百万円 

売上割引 507 

※３．特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券
売却益 

258百万円 

※３．特別利益のうち主要なもの 

固定資産売却
益 

112百万円 

退職金制度変
更に伴う利益 

155  

※３．特別利益のうち主要なもの 

投資有価証券
売却益 

327百万円 

※４．特別損失のうち主要なもの 

会員権評価損 10百万円 

過年度役員退職
慰労引当金繰入
額 

30 

貸倒引当金繰入
額 

308 

減損損失 151 

※４．特別損失のうち主要なもの 

過年度役員退職
慰労引当金繰入
額 

30百万円

貸倒引当金繰入
額 

25 

減損損失 138 

※４．特別損失のうち主要なもの 

会員権評価損 16百万円 

過年度役員退職
慰労引当金繰入
額 

60 

貸倒引当金繰入
額 

599 

減損損失 174 

 ５．減価償却実施額 

有形固定資産 225百万円 

無形固定資産 116 

５．減価償却実施額 

有形固定資産 235百万円 

無形固定資産 95 

 ５．減価償却実施額 

有形固定資産 481百万円 

無形固定資産 212 

 



前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※６．減損損失 

当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

当社は、資産を事業用資産、

共用資産、賃貸用資産及び遊休

資産に分類し、事業用資産につ

きましては独立した最小の会計

単位である営業所をグルーピン

グの単位とし、賃貸用資産及び

遊休資産につきましては各物件

をグルーピングの単位としてお

ります。 

 当中間会計期間において営業

活動から生ずる損益が継続して

マイナスである資産グループ及

び時価が著しく下落している資

産グループにつきまして、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失151

百万円として特別損失に計上し

ております。 

 その内訳は、建物14百万円、

土地78百万円、賃貸不動産56百

万円及びその他１百万円であり

ます。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資

産の回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、路線価

による相続税評価額及び固定資

産税評価額に基づき算定してお

ります。 

場所 用途 種類 

千葉県八

街市 

賃貸用資

産 

建物及び

土地等 

福島県郡

山市他 
遊休資産 土地等 

※６．減損損失 

当中間会計期間において、当

社は以下の資産グループについ

て減損損失を計上しました。 

当社は、資産を事業用資産、

共用資産、賃貸用資産及び遊休

資産に分類し、事業用資産につ

きましては独立した最小の会計

単位である営業所をグルーピン

グの単位とし、賃貸用資産及び

遊休資産につきましては各物件

をグルーピングの単位としてお

ります。 

 当中間会計期間において営業

活動から生ずる損益が継続して

マイナスである資産グループ及

び時価が著しく下落している資

産グループにつきまして、帳簿

価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失138

百万円として特別損失に計上し

ております。 

 その内訳は、建物１百万円、

土地114百万円、賃貸不動産22

百万円及びその他０百万円であ

ります。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資

産の回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、路線価

による相続税評価額及び固定資

産税評価額に基づき算定してお

ります。 

場所 用途 種類 

栃木県宇

都宮市 

事業用資

産 

建物及び

土地等 

千葉県美

浜区  

事業用資

産  

建物及び

土地等  

福島県郡

山市他 
遊休資産 土地等 

※６．減損損失 

当事業年度において、当社は

以下の資産グループについて減

損損失を計上しました。 

当社は、資産を事業用資産、

共用資産、賃貸用資産及び遊休

資産に分類し、事業用資産につ

きましては独立した最小の会計

単位である営業所をグルーピン

グの単位とし、賃貸用資産及び

遊休資産につきましては各物件

をグルーピングの単位としてお

ります。 

 当事業年度において営業活動

から生ずる損益が継続してマイ

ナスである資産グループ及び時

価が著しく下落している資産グ

ループにつきまして、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当

該減少額を減損損失174百万円

として特別損失に計上しており

ます。 

 その内訳は、建物14百万円、

土地82百万円、賃貸不動産76百

万円及びその他１百万円であり

ます。 

 なお、賃貸用資産及び遊休資

産の回収可能価額は正味売却価

額により測定しており、路線価

による相続税評価額及び固定資

産税評価額に基づき算定してお

ります。 

場所 用途 種類 

千葉県八

街市 

賃貸用資

産 

建物及び

土地等 

福島県郡

山市他 
遊休資産 土地等 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加668株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

 
前事業年度末株式数
（株） 

当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 20,339 668 － 21,007 

合計 20,339 668 － 21,007 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

中間期末
残高相当
額 
(百万円) 

（有形固
定資産）
その他 

217 136 81 

無形固定
資産 

41 15 26 

合計 259 151 107 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額相
当額 
(百万円)

中間期末
残高相当
額 
(百万円)

（有形固
定資産）
その他 

167 75 91 

無形固定
資産 

35 12 22 

合計 202 87 114 

 
取得価額
相当額 
(百万円) 

減価償却
累計額相
当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

（有形固
定資産）
その他 

143 62 81 

無形固定
資産 

31 8 22 

合計 175 71 104 

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

同左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 

１年内 41百万円

１年超 66百万円

合計 107百万円

同左 

１年内 34百万円

１年超 79百万円

合計 114百万円

（注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ております。 

１年内 32百万円

１年超 71百万円

合計 104百万円

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

(3）支払リース料及び減価償却費相

当額 

支払リース料 60百万円

減価償却費相当額 60百万円

支払リース料 19百万円

減価償却費相当額 19百万円

支払リース料 89百万円

減価償却費相当額 89百万円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失

はありません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成17年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

当中間会計期間末（平成18年９月30日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

前事業年度末（平成18年３月31日） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,129 1,573 443 

関連会社株式 － － － 

合計 1,129 1,573 443 

 
中間貸借対照表計上額 

（百万円） 
時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,129 1,766 637 

関連会社株式 － － － 

合計 1,129 1,766 637 

 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

子会社株式 1,129 1,802 673 

関連会社株式 － － － 

合計 1,129 1,802 673 



（１株当たり情報） 

（注）１．１株当たり純資産の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

２．１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎

は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 745円51銭 

１株当たり中間純利益

金額 
23円50銭 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
21円29銭 

１株当たり純資産額 799円62銭 

１株当たり中間純利益

金額 
 34円07銭 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益金額 
 30円43銭 

１株当たり純資産額 783円25銭 

１株当たり当期純利益

金額 
 57円04銭 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額 
 51円67銭 

  （追加情報） 

 「１株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第４号）が平成18年１月31日付

で改正されたことに伴い、当中間会計

期間から繰延ヘッジ損益（税効果調整

後）の金額を普通株式に係る中間期末

の純資産額に含めております。 

 なお、前事業年度末において採用し

ていた方法により算定した当中間会計

期間末の１株当たり純資産額は799円

54銭であります。 

 

 
前中間会計期間末
（平成17年９月30日） 

当中間会計期間末
（平成18年９月30日） 

前事業年度末
（平成18年３月31日） 

純資産の部の合計額（百万円） － 22,126 － 

純資産の部の合計金額から控除する金

額（百万円） 
－ － － 

普通株式に係る中間期末（期末）の純

資産額（百万円） 
－ 22,126 － 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数

（株） 

－ 27,671,105 － 

 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（百万円） 650 942 1,623 

普通株主に帰属しない金額（百万円） － － 45 

（うち利益処分による役員賞与金） (－) (－) (45) 

普通株式に係る中間（当期）純利益

（百万円） 
650 942 1,578 

期中平均株式数（株） 27,673,012 27,671,521 27,672,595 

 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（百万円） － － － 

普通株式増加数（株） 2,873,563 3,311,258 2,873,563 

（うち新株予約権） (2,873,563) (3,311,258) (2,873,563) 

希簿化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間（当期）純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

１．東海ダイケン株式会社との合併

契約 

東海ダイケン株式会社は昭和63

年８月に設立され愛知県名古屋市

を中心に、中部地方を商圏とする

建材・住宅設備機器等の卸売事業

を営む、年商11億円の中堅企業で

あります。同社は、平成11年５月

より現社名に変更し大建工業㈱の

商品を主に販売し着実に事業の展

開を図っていましたが、近年の住

宅関連業界を取り巻く環境に対応

すべく、事業継続の方策を模索し

ておりました。 

このような状況から、当社は中

部地区の営業基盤の拡充を図るた

め、平成17年７月12日付で東海ダ

イケン株式会社の発行済株式の全

てを譲受け完全子会社化としまし

た。その後、当社の一部門として

営業することが最良であるとの結

論に至り、当社と東海ダイケン株

式会社は、平成17年10月１日付に

て合併しました。 

当社は、平成17年８月５日開催

の取締役会において承認を受け、

同日合併契約を締結しました。ま

た、東海ダイケン株式会社におい

ても、平成17年８月22日開催の臨

時株主総会にて承認を受けまし

た。 

合併契約の概要は次のとおりで

あります。 

(1）合併期日 

平成17年10月１日 

(2）合併の形式 

当社を存続会社として東海ダ

イケン株式会社を解散会社とす

る吸収合併とします。 

(3）合併に際し発行する株式及び

割当 

被合併会社の東海ダイケン株

式会社は完全子会社であります

ので、合併に際して新株式の発

行は行いません。 

(4）合併による資本金の増加はあ

りません。 

１．会社分割による純粋持株会社へ

の移行 

当社は、平成18年６月29日開催

の定時株主総会において会社分割

契約の承認を受け、平成18年10月

１日をもって純粋持株会社とな

り、当社が営む営業の全てを分割

準備会社であるＪＫＣ株式会社に

承継いたしました。 

 また、同日、当社は商号を「Ｊ

Ｋホールディングス株式会社」

に、分割準備会社であるＪＫＣ株

式会社は「ジャパン建材株式会

社」に変更しております。 

  なお、固定資産につきまして

は、ＪＫホールディングス株式会

社が保有いたします。 

２．固定資産の譲渡 

(1）平成18年８月24日開催の取締

役会決議により、平成18年11月

29日付で固定資産の譲渡をして

おります。内容につきましては

以下のとおりであります。 

①譲渡の理由 

売却物件は、現在当社の財務

経理部関東事務センター及び内

部監査部事務所として利用して

おりますが、建設中の新本社ビ

ル完成（平成19年９月予定）後

は新本社ビル内に移転、集約化

が可能となり、継続保有の意義

が認められなくなりますので、

売却することといたしました。 

②譲渡資産の内容 

③帳簿価額 

 462百万円 

（平成18年９月30日現在） 

④譲渡価額 

1,172百万円 

⑤譲渡先  

株式会社プロパスト 

⑥譲渡日程 

契約締結 

平成18年８月24日 

物件引渡し 

平成18年11月29日 

 なお、本件により発生する売

却益約700百万円（諸経費控除

後）につきましては平成19年３

月期に特別利益として計上する

予定であります。 

所在地 
東京都江東区冬木

６番８、10、13 

土 地 1,166.80㎡ 

１．当社は、確定拠出年金法の施行

に伴い、平成18年４月１日付で退

職金規程の改訂を行い、適格退職

年金制度について確定給付企業年

金制度及び確定拠出年金制度へ移

行し、「退職給付制度間の移行等

に関する会計処理」（企業会計基

準適用指針第１号）を適用してお

ります。 

 本移行に伴う翌事業年度の損益

に与える影響額は、155百万円（特

別利益）の見込みであります。 

２．山陰ダイケン株式会社との合併  

契約 

    当社は平成18年１月30日開催の

臨時取締役会において、山陰地区

の営業基盤の拡充を図る見地か

ら、当社仕入先の大建工業株式会

社より平成18年２月１日付で山陰

ダイケン株式会社の発行済株式の

全てを譲受け完全子会社としまし

た。その後、住宅関連業界で当社

子会社として事業を継続するよ

り、当社の一部門として営業する

ことが最良であるとの結論に至

り、当社と山陰ダイケン株式会社

は、平成18年４月１日付にて合併

しました。 

    当社は、平成18年２月７日開催

の取締役会において承認を受け、

同日合併契約を締結しました。ま

た、山陰ダイケン株式会社におい

ても、平成18年２月22日開催の臨

時株主総会にて承認を受けまし

た。 

    合併契約の概要は次のとおりで

あります。 

(1）合併期日 

平成18年４月１日 

(2）合併の形式 

  当社を存続会社として山陰ダ

イケン株式会社を解散会社とす

る吸収合併とします。 

(3）合併に際し発行する株式及び

割当 

被合併会社の山陰ダイケン株

式会社は完全子会社であります

ので、合併に際して新株式の発

行は行いません。 

 



前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

(5）財産の引継ぎ 

合併期日において東海ダイケ

ン株式会社の資産、負債及び権

利義務の一切を引継ぎます。 

なお、東海ダイケン株式会社

の平成17年９月30日現在の財政

状態は次のとおりであります。 

資産合計  343百万円 

負債合計 312  

資本合計 30  

(2）平成18年10月23日開催の取締

役会において、下記のとおり固

定資産の譲渡を決議いたしまし

た。 

①譲渡の理由 

売却物件は、現在当社の本社

ビルとして利用しております

が、建設中の新本社ビル完成

（平成19年９月予定）後の移転

に伴い、継続保有の意義が認め

られなくなりますので、売却す

ることといたしました。 

②譲渡資産の内容 

③帳簿価額 

 677百万円 

（平成18年９月30日現在） 

④譲渡価額 

1,400百万円（予定） 

⑤譲渡先  

株式会社プロパスト 

⑥譲渡日程 

契約締結 

平成18年11月20日 

物件引渡し 

平成19年10月（予定） 

 なお、本件により発生する売

却益約700百万円（諸経費控除

後）につきましては平成20年３

月期に特別利益として計上する

予定であります。 

３．三井物産林業株式会社との株式

交換 

ＪＫホールディングス株式会社

と三井物産林業株式会社は、平成

18年12月８日開催の各社取締役会

におきまして、株式交換により三

井物産林業株式会社をＪＫホール

ディングス株式会社の完全子会社

とすることをそれぞれ決議し、株

式交換契約を締結いたしました。

株式交換の概要は以下のとおりで

あります。 

所在地 
東京都江東区平野

三丁目２番６号 

土 地  808.76㎡ 

建 物 3,334,55㎡ 

(4）合併による資本金の増加はあ

りません。 

(5）財産の引継ぎ 

合併期日において山陰ダイケ

ン株式会社の資産、負債及び権

利義務の一切を引継ぎます。 

なお、山陰ダイケン株式会社

の平成18年３月31日現在の財政

状態は次のとおりであります。 

３．会社分割による純粋持株会社へ

の移行 

当社グループは、総合建材卸

売事業、合板製造販売事業、そ

の他の事業という３つのセグメ

ントの事業を展開しております

が、各事業の管理や評価をより

客観的に行うことにより、事業

展開の判断の迅速化を図るとと

もに、経営の透明性を一段と高

め、グループ全体の事業拡大と

発展を期すことを目的として、

当社が営む営業の全てを、当社

の完全子会社であるＪＫＣ株式

会社（分割準備会社）に移転

し、当社は純粋持株会社に移行

することを平成18年４月21日開

催の取締役会で決議し、分割契

約書の締結を行い、平成18年６

月29日開催の第60期定時株主総

会において承認可決されまし

た。 

 新体制下におきましては、純

粋持株会社となる当社がグルー

プの経営管理機能を一段と強化

し、セグメント毎の事業推進力

を向上させるとともに、それぞ

れのセグメントが連携して高い

総合力を発揮できる企業グルー

プを形成し、株主価値の更なる

向上を目指したグループ経営を

推進してまいります。 

 なお、会社分割に関する事項

の概要は以下のとおりでありま

す。 

資産合計  384百万円 

負債合計 351  

資本合計 33  

 



前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

  (1）株式交換による完全子会社化

の目的 

当社は、住宅建設資材の卸売

事業を営むジャパン建材株式会

社を中核とし、合板製造・木材

加工事業、建材小売店の経営指

導や物流関係の事業を展開する

企業を傘下に有する純粋持株会

社であります。 

 平成12年に住宅品質確保促進

法（品確法）が施行され、住宅

建設資材としての木材は、品質

が安定した工業化製品（エンジ

ニアリングウッド）が中心とな

りつつあります。 

 このような流れの中で、合板

売上高で国内トップシェアを有

するジャパン建材株式会社の販

売力を活用して、エンジニアリ

ングウッドの取扱いを強化する

戦略を採ってまいりました。 

 三井物産林業株式会社は、三

井物産株式会社の全額出資会社

として、①立木、丸太・製材・

木材加工品、各種建材類の販

売、②エクステリア商品の販売

及び施工、③造園工事、土木工

事、建築工事の設計・施工・管

理、④樹木、造園資材、林業用

資機材の販売等の事業を全国規

模で展開し、子会社にて、①プ

レカット事業、②米国・カナダ

からの製材製品や丸太の輸入販

売事業を行っております。 

 今般の子会社化により、同社

の木材及び木材製品並びに環

境・緑化事業と当社傘下グルー

プ企業の木材関連事業の連携を

図り、相乗効果を発揮すること

でより強固な事業基盤を構築

し、連結業績の向上に努めてま

いります。 

(2）株式交換の条件等 

①株式交換の日程 

平成18年12月８日 

両社株式交換契約書承認取

締役会 

平成18年12月８日 

株式交換契約書締結 

平成18年12月25日（予定） 

株式交換契約書承認株主総

会（三井物産林業株式会

社） 

(1）分割の日程  

(2）分割方式 

当社を分割会社とし、当社の

完全子会社であるＪＫＣ株式会

社を承継会社とする分社型（物

的）吸収分割です。  

(3）株式の割当  

承継会社であるＪＫＣ株式会

社は当社の完全子会社であり、

かつ、本件分割は分社型(物的)

吸収分割であることから、分割

前後で当社の同社に対する持分

比率は変化しませんので、本件

分割に際し、当社に対する新株

の割当は行いません。  

(4）分割により減少する資本等の

額、株式の消却、分割交付金  

該当事項はありません。 

(5）承継会社が承継する権利義務

の内容 

承継会社は、当社の営業にか

かわる資産・負債及び各種契約

などの権利義務を承継いたしま

す。ただし、分割契約書におい

て別段の定めのあるものは除き

ます。 

 なお、債務の承継について

は、併存的債務引受の方法によ

るものといたします。 

（参考） 

譲渡資産、負債の項目及び金額 

（平成18年３月31日現在） 

なお、分割する資産、負債に

ついては、上記金額に分割期日

までの増減を加除した上で確定

いたします。 

平成18年

４月21日
 

分割契約書承認取締役

会及び分割契約書の締

結 

平成18年

６月29日
 
分割契約書承認株主総

会 

平成18年

10月１日
 分割期日 

平成18年

10月２日
 分割登記 

資産合計 83,165百万円  

負債合計 79,209  

 



前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

 平成19年３月１日（予定） 

株式交換期日（効力発生

日） 

平成19年３月１日（予定） 

株券交付日 

（注）会社法第796条第３項（簡

易株式交換）の規定に基づ

き、ＪＫホールディングス

株式会社においては、株式

交換契約書の承認に関する

株主総会の決議を得ずに行

う予定です。 

②株式交換比率 

 三井物産林業株式会社の普通

株式１株に対して、ＪＫホール

ディングス株式会社の普通株式

2.4株を割当て交付します。 

③株式交換比率の算定根拠 

 上記比率の算定にあたって、

ＪＫホールディングス株式会社

及び三井物産林業株式会社は㈱

企業情報パートナーズを第三者

機関として選定し、株式交換比

率の算定を依頼しました。 

 その算定結果をもとに両社協

議のうえ、上記のとおり株式交

換比率について合意いたしまし

た。 

④第三者機関による算定結果、

算定方法及び算定根拠 

 ㈱企業情報パートナーズは、

ＤＣＦ（ディスカウンテッド・

キャッシュフロー）法に基づい

てそれぞれ株式交換比率の算定

を行い、それらの結果を総合的

に勘案して比率算定を行ってお

ります。 

⑤株式交換によりＪＫホールデ

ィングス株式会社が発行する

新株式数 

普通株式 600,000株（予定

株式数） 

(3）株式交換の効力発生の条件 

①三井物産林業株式会社は、本

株式交換の効力発生日までに

新株式を発行し、同株式の払

込金額合計868,788,389円の

払込を完了させた上で、株式

併合により全株式を250,000

株に併合することを条件とい

たします。 

②三井物産林業株式会社は、本

件株式交換の効力発生日まで

に商号を「ブツリン株式会

社」に変更することを条件と

いたします。 

(6）承継会社の概要 

（※）平成18年10月１日付で「ジ

ャパン建材株式会社」に商

号変更予定であります。な

お、当社（現在のジャパン

建材株式会社）は、同日付

で「ＪＫホールディングス

株式会社」に商号変更予定

であります。 

商号  ＪＫＣ株式会社（※） 

本社所

在地 
 
東京都江東区平野三丁目

２番６号 

代表者  
代表取締役社長 

          野島 新人 

資本金  50百万円 

主要事業内容 

建築資材の製造及び販売、住

宅設備機器の販売、土木建築

工事、室内装飾工事、建築仕

上工事、建築物の設計及び監

理、土木用資材の販売、不動

産の販売、交換、賃貸借及び

管理、宅地建物取引業等 

 



前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

 至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

 至 平成18年３月31日) 

  (4）会計処理の概要 

①企業結合の会計上の分類 

取得に該当いたします。 

②損益への影響 

のれんの金額については現時

点では未定ですが、少額になる

見込です。また、のれんの償却

年数については５年の予定で

す。 

(5）三井物産林業株式会社の概要 

①代表者 

代表取締役社長 渡辺 明長 

②資本金 

        100百万円 

③発行済株式総数 

        500千株 

④所在地 

東京都江東区東陽四丁目11番

38号 

⑤事業の内容 

木材・建材の販売及び環境・

緑化（景観）事業 

⑥営業収益および当期純利益 

（平成18年３月期） 

営業収益   26,890百万円 

当期純利益 △1,702百万円 

⑦資産、負債、資本の状況  

（平成18年３月31日現在） 

資産合計   9,348百万円 

負債合計   10,189百万円 

資本合計   △841百万円 

 



(2）【その他】 

平成18年11月13日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 

(イ）中間配当による配当金の総額………………………………138百万円 

(ロ）１株当たりの金額…………………………………………… ５円00銭 

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日………… 平成18年12月８日 

（注） 平成18年９月30日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行いま

す。 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）臨時報告書 

平成18年４月21日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令等19条第２項第７号（会社分割）に基づく臨時報告書であります。 

(2）有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第60期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(3）臨時報告書 

平成18年12月８日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第２号及び同項第６号の２（株式交換）に基づく臨時報告書であり

ます。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年12月12日 

ジャパン建材株式会社    

取締役会 御中 

監査法人トーマツ

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 福田 眞也   印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 古口 昌巳   印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 茂木 浩之   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ン建材株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連

結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ジャパン建材株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資

産の減損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成18年12月13日 

ＪＫホールディングス株式会社    

取締役会 御中 

監査法人トーマツ

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 福田 眞也   印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 古口 昌巳   印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 城戸 和弘   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＫホ

ールディングス株式会社（旧 ジャパン建材株式会社）の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度

の中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸

表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、ＪＫホールディングス株式会社（旧 ジャパン建材株式会社）及び連結子会社の平成18年９月30日現在

の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象２．に記載されているとおり、会社は平成18年11月29日付で事務センター等として利用していた不

動産の売却を行うとともに、平成18年11月20日付で本社ビルの売却契約を締結した。 

２．重要な後発事象３．に記載されているとおり、会社は平成18年12月８日開催の取締役会において、三井物産林業株

式会社を株式交換により完全子会社とすることを決議し、同日、同社と株式交換契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成17年12月12日 

ジャパン建材株式会社    

取締役会 御中 

監査法人トーマツ

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 福田 眞也   印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 古口 昌巳   印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 茂木 浩之   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているジャパ

ン建材株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第60期事業年度の中間会計期間（平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行

った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ジャパン建材株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に

係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

   平成18年12月13日 

ＪＫホールディングス株式会社    

取締役会 御中 

監査法人トーマツ

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 福田 眞也   印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 古口 昌巳   印 

指定社員 

業務執行社員 
 公認会計士 城戸 和弘   印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているＪＫホ

ールディングス株式会社（旧 ジャパン建材株式会社）の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第61期事業年

度の中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、

中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＫホールディングス株式会社（旧 ジャパン建材株式会社）の平成18年９月30日現在の財政状及び同日をもっ

て終了する中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象１．に記載されているとおり、会社は平成18年10月１日に会社分割により持株会社へ移行した。 

２．重要な後発事象２．に記載されているとおり、会社は平成18年11月29日付で事務センター等として利用していた不

動産の売却を行うとともに、平成18年11月20日付で本社ビルの売却契約を締結した。 

３．重要な後発事象３．に記載されているとおり、会社は平成18年12月８日開催の取締役会において、三井物産林業株

式会社を株式交換により完全子会社とすることを決議し、同日、同社と株式交換契約を締結した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別

途保管しております。 
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